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第31園原産年次大会

　　　　　予稿集

平成10年爆月20日（月）～22日（水）

　　東京国際フォーラム

㈱日本原子力産業会議



開『『幽C圃

鷹
墨
ダ
諏

㍗
彰

　
　
3
ぶ

　
　
、
ぐ
、
シ

　
　
敦
㌧

弦
奪
　
儀
ラ

　　　　　快適な暮らしを支えるエネルギー。

原子力をベースにしたベストミックスが理想です』

私たちに安定した電気を供給し、毎目の快適な暮らしを支えている原子力発電。すでに

全電力量の30％を越えていま曳また、地球温暖化の原因といわれているCO2の排出が

少なく、環境にやさしいクリーンなエネルギー源で曳日立は、原子力発電に40年以上も

かかわっており、今後とも安定したエネルギーを確保するため貢献して行きますb

一日立を見れば未来がわかる一

團窟原子力鰭電

　　　　　　　　　　　お問い合わせば；原子力事業部／電力統括営業本部〒iOi－80節東京都千代田区神田駿河台四了目6番地

＠株式会社日立難所雛欄譜翻轟薮176、瀦鷺鍛議翻1灘1踊1二靴鞘鵬lll＝鵬：
　　　　　　　　　　　四国（087）B31－211レ九り・i・i（092）852－111i



日本原子力産業会議　第31回原産年次大会

会長　向坊　　隆　準備委員長　吉川弘之

第31回原産年次大会

基調テーマ 原子カー新たなる挑戦

　日本の原子力界は、核燃料サイクルの確立や放射性廃棄物の最終処分など、新たなる課

題に挑戦していかなければならない状況にありますが、原子力をめぐる昨今の情勢は極め

て厳しいものがあります。原子力が今後さらなる貢献を果たしていくためには、効率的で

活力のある研究開発の体制を再構築していくとともに、原子力開発計画の進め方について

も各方面の意見を踏まえて、抜本的な検討を行っていくことが最も緊急の課題と考えられ

ます。

　31回目を迎える今回の大会は、このような状況を踏まえ、新たな原子力開発の出発の

契機となるような大会とすべく、「原子カー新たなる挑戦」を基調テーマに、転換期を迎え

た日本社会の問題点を論じる中で、エネルギー・原子力開発計画のあり方について討論す

るほか、昨年12月の国連気候変動枠組み条約第3回締約国会議の結果を踏まえ、地球温

暖化問題とエネルギー利用という視点から原子力の果たしうる役割を考えます。また、柔

軟なバックエンド対策のための核燃料サイクル計画や、来世紀における科学技術の発展と

先端的原子力技術開発の現状と将来を考えていくこととします。あわせて「市民の意見交

換の会」を行うほか、最初の試みとして「ヤング・ジェネレーション・フォーラム」を開

催し、若い世代が意見交換を積極的に行う場を提供します。
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第31回原産年次大会プ羅グラム

　　　　基調テーマ：原子力　　新たなる挑戦

開催日：平成10年4．月20日　（月）～22日　（水）

　　　　場所：東京国際フォーラム・ホールC

4月20日（月） 4月21日（火） 4月22日（水）

開会セッション セッション2 セッション3

（9：00～12：30） （9：00～12：00） （9：00～12：00）

○原産会長所信表明 日本社会の変革と原子力開発 核燃料サイクルを長期的に考

午 ○原子力委員会委員長所感 （パネル討論） える

前 ○大会準備委員長講演 （パネル討論）

〈特別講演〉（10：00～12：30）

午餐会（12：15～14：15）

昼休み （ホールB） 昼休み

（12：30～14：00） （12：00～13：30）

原子力映画上映

（13：00～14：00）

セッション！ セッション4

（14：00～17：30） 市民の意見交換一 （13：30～17：10）

午 地球温暖化問題とエネル エネルギー・原子カー 先端技術と原子カー発展の

後 ギー（パネル討論） ここが問題 軌跡とその未来

（14：30～17：00） （技術セッション）

（Bブロック・レセプシ

ヨンホール）

レセプション ヤング・ジェネレーショ

（18：00～19：30） ン・フォーラムー原子力

（Bブロック・ホールB） の未来へ、今何をすべき

（17：30～19二30）

（レセプションホール）
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議長
飯島宗一

原産会長所信表明

向坊　　隆

［第「日　4月20日（月）］
開会セッション　（9：00～12＝30）

日本原子力産業会議副会長

日本原子力産業会議会長

原子力委員会委員長所感

谷　垣　禎　一　　　　　　原子力委員会委員長

　　　　　　　　　国務大臣・科学技術庁長官

大会準備委員長講演

吉川弘之 東京大学名誉教授

議長
那須　　翔

く特別翻
　ロバート・ガルーチ

蒋　心　雄

ヤニック・デスカタ

町　　末男

東京電力（株）会長

米国ジョージタウン大学外交学院院長

「東アジアの安全保障とエネルギー・セキュリティー」

中国全国人民代表大会常務委員

中国核工業総公司（CNNC）総経理

「申国の原子力発電開発の現状と将来計画

フランス原子力庁（CEA）長官

「フランスの原子力発電の将来」

国際原子力機関（IAEA）事務局次長

「持続可能な開発のための原子力：王AEAの役割」
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　　　　　　　　　　セッション1　（14：00～壌7＝30）
　　　　　　　　　　　　　「地球温暖化問題とエネルギー」

議長
　近　藤　次　郎　　　　　　（財）国際科学技術財団理事長

　マイケル・ジェファーソン　世界エネルギー会議中央事務局次長

　　　　　　　　　　　　　「地球温暖化と世界のエネルギー：COP3を終えて」

〈パネリスト〉

　マイケル・ジェファーソン（前出）

　ルイス・エチャバリ　　　　経済協力開発機構／原子力機i関（OECD／NEA）事務局長

　鷲　見　禎　彦　　　　　　電気事業連合会・原子力開発対策会議委員長

　渠　　時　　遠　　　　　　中国国家計画委員会エネルギー研究所教授・副所長

　十　市　　　勉　　　　　　（財）日本エネルギー経済研究所理事・総合研究部長

く参加者との意見交換〉

レセプション（18　00～19　30）
於：東京国際フォーラム・ホールB
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議長
下村満子

田原総一朗

〈パネリスト〉

田原総一朗

秋元勇巳

西川正純
宅間正夫
山岡義典

［第2日　4月2踊ヨ（火）］
セッシ…ヨン2（9：00～12＝OO）
「日本社会の変革と原子力開発」

グレゴリー・クラーク

〈参加者との意見交換〉

ジャーナリスト

評論家

「転換期を迎えた日本社会」

（前出）

三菱マテリアル（株）社長

多摩大学学長

柏崎市長

東京電力（株）取締役・原子力本部副本部長

日本NPOセンター常務理事

午餐会（12＝壌5～14：壌5）
　　　　　　於：東京国際フォーラム　ホール8

通商産業政務次官所感

溝手顕正　　　通商産業政務次官

〈特別講演〉

フランソワーズ・モレシャン　共立女子大学客員教授

　　　　　　　「自然と文明の共存」
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’市民の意見交換　　（14　30～壌7　00）

“エネルギー・原子カーここ：が問題”

於：東京国際フォーラム　レセプシ刻ン・ホール

司会
　田　村和子 共同通信社論説委員

コーディネーター

森　　　一久 日本原子力産業会議副会長
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（前出）

大会準備委員会委員

ヤング・ジェネレーション・フォーラム　（17　30～19　30）

“原子力の未来へ、今何をすべきか”

於：東京国際フォーラム　レセプション・ホール

コーディネーター

鈴木達治郎 東京大学客員助教授

公募による提言発表者12名の他に、欧州ヤング・ジェネレーション・ネットワークを代表

し、マリア・マール・ドミンゲス氏（スペイン・ヤング・ジェネレーシaン・ネットワーク会長）

が発表者として参加。
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［第3日　4月22日（水）］
　セッション3（9：00～12：00）
「核燃料サイクルを長期的に考える」

議長
　鈴木篤之 東京大学教授

クロード・マンディル フランス産業省エネルギー・資源総局長

「核燃料サイクル・バックエンド：フランスの現状」

〈パネリスト〉

クロード・マンディル　　　（前出）

ウィリアム・ウィルキンソン　英国原子力産業会議（BNIF）理事長

榎本聰明　　　東京電力（株）取締役・原子力本部副本部長
ヘルムート・エンゲルブレヒトドイツプロイセン電力会社核燃料サイクル担当本部長

張　　仁　　順　　　　　　　韓国電力公社原子力環境技術院院長

セッシ鶏ン4（13＝30～17：10）
「先端技術と原子カー発展の軌跡とその未来」

議長
　秋山 守 （財）エネルギー総合工学研究所理事長

〈講演〉

児玉文雄 東京大学先端科学技術研究センター教授

「科学技術は21世紀に何をもたらすのか一異業種間競争と

技術融合のダイナミックス」

〈映繰と解説〉

松浦祥次郎 日本原子力研究所副理事長

「コンピューターと原子力」

待場　　浩 （株）東芝原子力事業部長

ヂ21世紀の原子力を目指して一原子力における技術の高度化」
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舘　野　之　男

セルゲイ・ジコフ

放射線医学総合研究所特別研究員

「放射線を使った医療技術はここまできた」

国際科学技術センター（ISTC）筆頭事務次長

「ロシアのユニークな核応用技術」

講演〉
赤　星　光　彦 京都大学原子炉実験所教授

「生命の起源と進化における放射線の役割」

一8一



　　　　4月20日（月）

開会セッション⑲：⑪0～鱈1鋤

〈特別講演〉



東アジアの安全保障とエネルギー・セキュリティ

米国ジョージタウン大学外交学院院長

　　　　ロバート・ガルーチ

　我々が将来のエネルギー需要をどのように賄うかを考えるとき、必ず危機に

直面した場合を想定し、次の千年の不確実性を垣間見ることになる。我々は現

在どこにいるのか、どこに行こうとしているのか見通しをつけ、国際社会に提

示されているリスクと機会を評価することは適切なことである。

　今後何十年間のエネルギー需要をどのように賄うのか、どの程度化石燃料に

依存するのか、どれ位の量のエネルギーを消費するのか、また地球温暖化を抑

制するため他国とどの程度まで協力するのかを決定しようとする各国政府にと

って、今は重要な時であると思われる。国際テロへの脅威や核兵器拡散に対す

る懸念に照らして、旧ソ連諸国や他の国々にある大量の余剰核分裂性物質を安

全に管理し迅速に処分することができるように、各国政府が他国と協力する重

要な時であることは確かである。

　原子力が多くの先進国で将来に際立った役割を果たすとするならば、チェル

ノブイリやその他の原子力事故のイメージを、将来の世代が安全かっ健全と広

く認識するような技術によって置き換わらなければならない。今は、その点で

重要な時である。また、中国の対外政策や国内政策の将来の方向から朝鮮半島

の統一まで、アジアには政治的な不確実性が存在することを考えると、これは

近隣諸国を多少とも刺激するような原子力技術の使用を決定する政府にとって

重要な時期であるかもしれない。

　こうした問題は、明らかにすべて互いに関連している。同様に明らかなのは、

日本はアジアや世界中で下される決定に影響を及ぼすユニークな立場にあるこ

とである。日本が原子力問題や国際安全保障について語るとき、国際社会は耳

を傾ける。それは、日本の人々にとっても、国際社会の考えを知る機会となる。
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申国の原子力発電開発の現状と将来計画

　　申国全国人民代表大会常務委員

　中国核工業総公司（CNNC）総経理

　　　　　　蒋　心　雄

申国は原子力を必要としている。

　中国は、国の地理条件からみて非再生エネルギー資源の分布が偏っている。中国に

は豊富な石炭資源があり、その主要部は北部に位置する。また、水力資源は西部と南

西部にある。人口密度が高く経済開発の進んでいる東海岸地域では、エネルギー資源

が不足し、電力需要がますます増大している。中国の東海岸地方は原子力を必要とし

ている。これらの地域の各省が今後も化石燃料発電所に依存し続けるとすると、輸送

と環境面への圧力が増大することになる。

　中国本土では、2カ所の原子力発電所（原子炉は3基）が運転されている。その設

備容量は210万kWで、国全体の1％を占めている。現在、4カ所の原子力発電所

（原子炉は8基）が建設段階にあり、その総設備容量は680万kWとなる。

　中国のエネルギー政策は、化石燃料発電所の構成を最適化するとともに、水力発電

所と原子力発電所の開発に全力を傾注するというものである。

中国の原子力計画に関する政策

　1）既存の原子力技術基盤への投資

　2）原子力の国産化と標準化の推進

　3）実証された原子力技術の採用

　4）　「主要目標としての自力更生プラス対外協力」の原則の堅持
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フランスの原子力発電の将来

フランス原子力庁（CEA）長官

　　　ヤニック・デスカタ

（1）フランスで進められている原子力発電所の集中的な建設は、今やN4型原子炉

の運転開始をもって頂点を極めている。この期間を経て、フランスの原子力発電シ

ステムは成熟の域に達した。フランスの現有の原子力発電設備は少なくとも2020

年まで現状のまま運転可能である。京都会議の公約（温室効果ガスに関連する諸問

題）やエネルギー政策に関する政府の方針に沿って国内のエネルギー需要を満たす

には、たぶん2020年の段階でこの原子力発電所を更新する必要があろう。少なくと

もベースロード電源の需要を満たすにはそうするしかないであろう。

（2）それゆえ、　「将来の方向へ正しい見込みある選択を準備する」という観点か

ら研究を進める絶好の機会が到来している。この研究は基本的に、政界、産業界、

そして公衆から出されている、当を得た疑問に答えることをねらいとする。つまり、

「原子力発電に競争力があるのか」という疑問のみならず、原子炉の安全性や放射

性廃棄物の管理をめぐる疑問にも答えを出していかなければならない。燃料サイク

ルのバックエンドに関しては2006年に、また原子力発電設備の更新に関しては2010

年ごろ、決定が下されることになっている。フランス原子力庁（CEA）の使命は、

これらの決定を行うための準備をする上で重要な役割を果たすことにある。政府は

この使命を重ねて明快に断言している。CEAは、考えられるさまざまな解決策を

積極的かっ客観的に調査するとともに、しかるべき時に多種多様な代替策をすべて

の範囲にわたり提案する任務を負っている。

（3）以上に関連するCEAの責任は、原子力発電設備の更新に決定的な影響を及

ぼす少なくとも次の7つの目標に取り組むことである。

①次世代原子炉の開発。他のエネルギー源と余裕をもって競争でき、かっドィッ

　　と共同で作成している安全要件を満たすもの。

②同位体分離と高性能燃料をめぐる新たな解決策。直接あるいは再処理後にウラ

　　ンに含まれるエネルギーを最大限、燃焼させ得る燃料。

③放射性廃棄物の管理に有効な広範な技術的オプション

④解体撤去技術をマスターしたことの実証

⑤安全性に関する研究

⑥放射線生物学に関する研究

⑦長期的な見地からの制御核融合に関する研究
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（4）これらの目標やそれへの取り組みは、挑戦の大きさに見合った野心的プログ

ラムへの展望をCEAに与えるものである。これらすべての研究テーマに関して、

CEAは自身の専門的知見や試験施設をフル稼働させる必要があり、したがって、

さまざまな活動部門を可能なかぎり共同して働かせ、最大の利益を引き出さなけれ

ばならない。数多くの研究テーマに関して、CEAはさらに、協力を通じフランス

内外の科学技術界全体とのきずなを強める必要がある。特に、日本にいる原子力パ

ートナーとの協力が欠かせない。安全性や長寿命放射性廃棄物の管理といった技術

的、政治的な利害関係を幅広く共有する研究領域に属するすべての原子力関係者が

動員されるなら、必ずや成功に導かれるにちがいない。
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持続可能な発展のための原子力：IAEAの役割

国際原子力機関（IAEA）事務局次長

　　　　　　町　末男

1．発展途上国の生活水準が向上し、エネルギー需要が急速に増加している。こ

の増加分を満たすために原子力発電が必要になっている。現在の世界の原子力発

電設備容量は3億4，500万kWである。しかし、中程度の増加を想定したシナリ

オによると、2050年には11億3，200万kWに増える可能性がある（国際応用シ

ステム分析研究所（IIASA）／世界エネルギー会議くWEC）共同報告書）。

2．先般の京都会議で先進諸国は、2008～2012年時点の温室効果ガス（二酸化

炭素）を、1990年レベルより5．2％削減することを求められた。この新たな議i

定書の公約に沿って、温室効果ガス（二酸化炭素）排出量を削減する唯一の実際

的な対策は、原子力発電を増強することである。現在、原子力発電は地球全体の

二酸化炭素ガス排出量の8％を削減している。

3．今後20、30年以内に、太陽、風力、バイオマスなどの再生可能エネルギー

を実用化することは、経済的にみて不可能である。原子力発電は、例えば石炭に

比べ環境に優しいエネルギー源である。石炭は有害ガス、二酸化硫黄、亜酸化窒

素を排出するばかりでなく、有毒な重金属を含む灰を生み出すからである。

4．原子力発電の利用度を高め、しかもパブリック・アクセプタンスを得るには、

次の2つの条件が満たされなければならない。すなわち、

　①原子力発電所の安全運転を確保するとともに、高レベル放射性廃棄物の最終

　　処分に道筋をつけること

　②他の再生可能エネルギー源と比べ、原子力発電に比較優位性があることをは

　　つきり実証すること

　IAEAは、他のエネルギー源と原子力の比較研究を精力的に実施していると

ころである。

5．原子力発電に対するパブリック・アクセプタンスをどう改善していくかが、

今後さらに原子力発電を推進していく上で決定的に重要な論点となる。IAEAは、

ワークショップを加盟国で主催し、公衆やマスメディアが原子力への理解を改善

するのに役立つ情報を提供している。

6．原子力安全条約が1996年に発効した。また、　「使用済み燃料及び放射性廃

棄物管理の安全に関する条約」が1997年9月に採択され、26力国が調印した。
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拘束力ある国際協定、実務上の慣例、基準、国際的なピアレビュー、助言業務な

どをめぐり、地球規模で徐々に原子力安全文化が発達してきている。

7．込EAは、加盟国の安全対策に幅広く参加し、その一長一短を地球規模で評

価することにより、原子力安全の確保を強化していくつもりである。放射線防護、

廃棄物の安全性、原子力施設の安全確保など、各側面を盛り込んだ「国別原子力

安全プロフィール」がまさに作成されているところである。そのねらいは、援助

対象国のニーズの所在をはっきり見極めるとともに、IAEAの援助に優先順位を

付ける道しるべとする点にある。

8．高レベル放射性廃棄物の最終処分は技術的には実施可能だが、それを公衆に

対し確信をもって実証してみせる必要がまだ残されている。現在、高レベル廃棄

物は地上か地下に貯蔵されており、その長期的な処分に関する政策決定が待たれ

ているところである。

9．高速増殖炉などの新型炉や燃料サイクル技術の分野で進めている研究開発を

今後とも継続すべきである。長期的な持続的発展に原子力発電を確実に貢献させ

るためにも、そうすべきである。高速増殖炉開発に課された重要な技術上の任務

は、経済的競争力を高め安全性を改善することにある。

10．熱中性子炉でプルトニウムを混合酸化物（MOX）燃料として利用する方式は、

技術的にも経済的にも実用可能であることが証明されている。高速車が当初計画

どおりの規模で建設されない以上、再処理プラントで抽出したプルトニウムは今

後数十年の間、MOX燃料として使われる。

11．原子力が平和目的だけに限定して確実に使われるようにするため、80憂国

以上が自国の原子力活動をIAEA保障措置のもとに置くことを認めている。

IAEA保障措置制度は、申告済みの原子力活動のみならず、未申告の原子力活動

にも適用できるよう強化されている。

12．同位体や放射線を使う原子力技術には、食料・農業、産業、水資源の管理、

環境保護等の分野の持続的発展に資する大きな潜在的な可能性があることが証

明されている。1AEAはこれら技術の開発ばかりでなく、発展途上国への技術移

転にも積極的に取り組んでいる。
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セッション1（亘41⑪⑪～旦7：3の

地球温暖化問題とエネルギー

　国連気候変動枠組み条約第3回締約国会議（COP3）では、地球温暖化を緩和するために2000

年以降の温室効果ガス削減目標が先進国を中心として設定された。高い数値目標を達成するために、

共同実施等さまざまな手法が採択されたが、締約国は今後、国内経済を減速させることなく、世界の

持続可能な発展のためにその効果的採用が求められている。このセッションでは、COP3の結果を

踏まえて、温室効果ガスを大量に排出する電力・エネルギーの対策を中心に、地球規模で増大する電

力需要を賄うための環境効率性の高い電力生産のあり方、そのための方策を議論する。

〈パネル討論〉

〈参加者との意見交換〉



地球温暖化と世界のエネルギー：COP3を終えて

世界エネルギー会議（WEC）中央事務局次長

　　　　マイケル・ジェファーソン

　「気候変動に関する政府間パネル」　（王PCC）の出した第2回評価報告書によ

ると、統計上の証拠を考量した結果、人類が地球の気候に対し識別できるほど影響

を及ぼしていることが今やわかってきた。1992年の国連気候変動枠組み条約で

は、完壁な科学的確かさがあるかどうかにかかわりなく、考えられるかぎり最も少

ないコストで地球の恩恵を確保すべくコスト効率のよい予防措置を講じることとす

る旨が宣言された。先進国は率先して気候変動と戦わざるを得なくなり、2000

年時点の温室効果ガス排出量を1990年レベルに戻すことにした。

　1997年12月に開催された地球温暖化防止京都会議（COP3）まで、先進

国はこの公約を実現する努力をほとんど行ってこなかった。しかし、この会議では、

2008～2012年までに6種類のガスを削減するという新たな公約が成立する

に至った。

　ここでは、京都で開かれたCOP3の討議結果について、2008～2012年

時点で考えられるさまざまなエネルギー利用のシナリオと関連づけ検討を行う。ま

た、2100年にまでわたるエネルギー利用のさまざまな可能性を指摘しっっ今回

の討議結果を検討する。京都会議の成果は、せいぜい最初の小さなステップにすぎ

ないと考えられるからである。次に、それらのシナリオに代わり、IPCCの一部

を満足させるであろう代替シナリオを取りあげ検討する。それにとどまらず、明確

に、または暗黙のうちに望ましいとされる2100年時点での排出量・濃度目標値

を達成できるその他の代替シナリオについても検討を行う。これらの代替シナリオ

は次の点を強調するものである。

　・エネルギーの供給と利用をさらに効率化するため特段の努力を傾ける必要が

　　ある。

　・新たな再生可能エネルギー源の開発を加速するのが望ましい。

　・特に経済成長とエネルギー消費量を高めに設定したシナリオを前提にすると

　　き、原子力発電への依存を著しく高めることなく確かな成果をあげることは

　　難しい。

　原子力発電所の安全運転、放射性廃棄物の処分、原子力の潜在的な拡散リスクに

対し、公衆は根深い懸念を示している。それにもかかわらず、選択に迷ういくつか
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の難問が目の前に横たわっているのだという話をして締めくくりたい。つまり、地

球の気候変動をどれだけ深刻に受けとめるべきなのか、また、現実的な影響緩和対

策として何が求められているのか、これらの問いにまず答えを出さなければならな

い。
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　　　　　　　　　　発言要旨

経済協力開発機構・原子力機関（OECDINEA）事務局長

　　　　　　　　ルイス・エチャバリ

　原子力発電は今日、人間が引き起こした温室効果ガスの排出量を減らすのにす

でに商業的規模で利用できる電源となっている。全世界で消費されている電力量

の約17％が原子力発電所で発電され、OECD加盟国では、原子力は電力消費

量の25％を供給している。全世界で、原子力発電所が最新式の火力発電所に置

き換えられた場合、エネルギー部門の温室効果ガスは約8％増加することになる。

　核燃料サイクルには、二酸化硫黄、窒素酸化物および粒子状物質など、大気排

出物を必然的に伴わない。原子力発電所や燃料サイクル施設から日常の運転で放

出される少量の放射性物質は監視され、国の規制に取り入れられているとおり、

国際放射線防護委員会（ICRP）の勧告に基づき、環境や健康にほとんど損害

を与えないと考えられるレベルに制限されている。

　21世紀には、天然資源と、既存もしくは開発中の技術が原子力開発を広範に

支援すると考えられる。現在の技術では、既知のウラン資源埋蔵量は来世紀後半

以後の大規模な原子力開発を支えるには十分ではない。しかし、長期的には新た

なウラン資源が発見され、経済的に探鉱されるであろう。さらに、改良された燃

料設計と管理、および新型原子炉が、単位発電量当たりの所要天然ウラン量を大

幅に低減する方法を提供する。長期的には、トリウム燃料の原子炉、それに核融

合により原子力資源の「すそ野」をさらに拡大することができる。

　エネルギー供給において、原子力のシェアを実質的に拡大することは実行可能

であり、地球気候変動に関する問題に対処し、また国連気候変動枠組み条約で合

意された目標GHG削滅量を達成するのに効果的である。原子力の選択肢をオー

プンにしておくことは、とりもなおさず、既存の原子力発電所が今後も安全かっ

経済的に運転され続けようにする現在の着実な努力と、世界的規模で広範な使用

が見込まれる新しい原子炉の開発が必要なことを意味する。

　NEAやIAEAなどの政府間機i関は、情報交換や経験の共有を通じて原子力

協力に大きな役割を果たしており、インフラの一定要素、特に原子力の選択肢を

オープンにしておくのに必要な研究・実験施設を、より少ない経費で効果的に維

持する上で役立っことができる。
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日本の電気事業の地球温暖化問題への取り組み（要旨）

電気事業連合会　原子力開発対策会議委員長　鷲見禎彦

1．日本のエネルギー消費とCO・排出量

　・1990年から95年にかけて、日本の最終エネルギー消費は11％、CO・排出

　量は8％増加した。　今後特段の対策を講じない場合、民生部門および運輸部門

　　を中心とした需要の増加により、最終エネルギー消費は2010年には1990

　年に比べて31％増加し、これによるCO、排出量の増加は21％と想定される。

2．これまでの日本の電気事業の取り組み

　・納本の電気事業は、電気の供給面では原子力を中心とした電源のベストミックス

　　などに、また需要面では、エネルギー利用効率の高い機器・システムの開発、普

　　及拡大などに積極的に取り組んできた。

　・この結果、1995年には1970年に比べ、発電電力量あたりのCO、排出量

　　（CO・排出原単位）で、37％以上を低減出来た。　これは、主として、非化石

　　エネルギーが発電に導入されてきたことによるものであり、とりわけ、CO・排出

　量が他の電源に比べて著しく少ない原子力発電の推進によるところが大きい。

3．電気事業の環境行動計画

　・1ヨ本の電気事業者は1996年11月に『電気事業における環境行動計画』を策

　　片し、その努力園標として『2010年における電力業界全体のCO、排出原単位

　　を、1990年の実績（0．104kg－C／kWh）から20％程度低減するよ
　　う努めていく。』ことを公表した。

　・この行動計画に基づき、電気の供給面・需要面出なから取り組む。とりわけ、C

　　O、削減効果の大きい原子力発電については、El本のCO、排出量を例えば201

　　0年に1990年レベルに抑制するためには、7050万kW必要（新設20基、

　　2500万kW）とされており、今後とも、安全の確保を大前提に、積極的に導

　　入を図っていく。

4．今後の課題

　・新規に20基の開発を進めるためには、国民の理解と信頼の確保が必要であり、

　　PA活動を強化する必要がある。また、既設立地点の地域振興が新規立地につな

　　がるとの観点から、地域振興の拡充に国と電気事業者が連携して努力していきた

　　い。
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中国におけるエネルギー消費と二酸化炭素排出

中国国家計画委員会エネルギー研究所　教授・副所長

　　　　　　　　　渠　時　遠

1．中国の経済成長

・経済成長の現状

・経済成長の将来予測

2．中国のエネルギー消費と需要

・過去のエネルギー消費

・1990年～95年におけるエネルギー経済
・エネルギー集約

・将来のエネルギー需要

・電力消費ミックス

・将来のエネルギー経済

3．エネルギー消費による二酸化炭素排出

・二酸化炭素排出

・石炭からの二酸化炭素排出の割合

・二酸化炭素排出量の増加率

4．エネルギー開発と環境保護のための国家的計画

・エネルギー資源節約のためエネルギー利用効率の改善

・エネルギー需給構造の改善

・適正な経済政策策定

・適正な法規制
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地球温暖化問題とエネルギー（発言要旨）

（財）日本エネルギー経済研究所

　　　　　　　理事　十市　勉

　昨年！2月の京都会議（COP3）では、先進国を中心に法的拘束力を持つ

温室効果ガスの削減目標が設定されたが、これは2！世紀における世界のエ

ネルギー需給構造のあり方に極めて大きな影響を与えると考えられる。！8

世紀末に始まった産業革命を契機とする人類の近代工業文明を支えてきたの

は石炭、石油、天然ガスの化石燃料であり、現在でも世界のエネルギー供給

の約90％が化石燃料によって占められているからである。また、急激な人

口の増加と目覚ましい経済発展を続けている多くの開発途上国では、将来一

段とエネルギー消費が大幅に増加するのが確実視されている。したがって今

後、世界がCO2排出量の安定化を図りながら持続可能な経済発展を続ける

ためには、グローバルかつ長期的な視点から、わが国を含む先進国が先頭に

立ってエネルギー需給システムの変革に取り組むことが必要となっている。

その際、化石燃料のクリーンな利用と発電効率の向上、原子力や自然エネル

ギー等の非化石エネルギーの利用促進、さらにはエネルギー消費効率の飛躍

的な向上等、技術革新の果たすべき役割が非常に大きい。同時に、様々な新

しい技術が広く社会に普及していくためには、国民意識や経済社会システム

の変革が不可欠であると考えられる。

　一方、近年の急速なグローバリゼーションの進展に伴い、エネルギー市場

においても世界的に規制緩和、自由化の要請が強まっている。わが国では、

エネルギーの安定供給確保、規制緩和による経済の活性化、CO2排出量の

削減という、場合によっては相互に矛盾する3つの政策目標をどのように実

現するかがエネルギー政策の最重要課題になっている。しかし、わが国のエ

ネルギー需給を取り巻く現状から判断すると、CO2排出量を20！0年という

エネルギー分野では非常に短い期間内に！990年水準に安定化させることは、

他の政策目標の大きな犠牲なしにはその実現は困難であると考えられる。し

たがって、地球温暖化問題の持つ時間的、空間的な広がりを考えると、国内

での取り組みに最大限の努力を傾けると同時に、京都議定書で合意された排

出権取引、共同実施、ク脂ン開発メカニズム等の国際的な取り組みが有効に機能する

よう、わが国としてもその枠組み作りの為に積極的な役割を果たすべきであ

る。このような取り組みは、結果的にCO2削減に寄与する様々な技術の先

進国から途上国への移転を促進することにも寄与すると考えられる。
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4月21日（火）

セッション2（9：00～12：⑪⑪）

日本社会の変革と原子力開発

　長きにわたってわが国の発展を支えてきた社会システムは、今日さまざまな分野でひずみや行き詰

まりを見せてきている。このような状況を抜本的に改善し、新しい時代に向けた日本社会を改革する

必要性が広く認識されている。原子力についても、早急に開発体制の整備を図り、新時代を切り開く

ための変革を、率先して進めていくことが求められている。

　ここでは大きな転換期を迎えた日本社会の問題点を、国政、地域社会、市民社会、産業、国際社会

などの多：角的な視点で論じ、共通する基本的課題を捉えて変革への処方を探求する。併せて総合的な

エネルギー政策ならびに原子力開発計画の決定プロセスとそれを推進するシステムのあり方について

議論する。

〈パネル討論〉

〈参加者との意見交換〉



転換期を迎えた日本社会

　評論家　田原総一朗
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日本社会の変革と原子力開発

三菱マテリアル株式会社

取締役社：長　秋元　勇巳

　1973年の石油危機以降、日本は省エネルギーとエネルギー源の多様化に取り組み、一

定の成果を上げてきた。原子力発電は石油代替エネルギーの中核として、一次エネルギー源

の約1／6、総発電量の1／3強を占めるに至っている。このような長年の努力にも拘わらず、日

本のエネルギー供給構造は未だ十分とは言えない。　1994年現在、日本はエネルギーの

57．4％を石油に頼っており、また、エネルギー全体の8割強は輸入である。これは、日本と同

じようにエネルギー資源に乏しいフランスの輸入依存度が50％以下であるのと比べると著し

く見劣りがする。

　近年石油の供給は安定しており、最近はアジアの経済混乱もあって価格も低迷しているが、

中長期的に見ればエネルギー危機はいずれ訪れるものと覚悟しなければならない。21世紀

を前に、日本のエネルギー・セキュリティについてもう一度見直してみる必要があろう。

　エネルギー・セキュリティについては、時間軸および空間軸の両面で視点を広げて観る必

要がある。

　時間軸に関し、短・中期的な視点と（超）長期的な視点がある。短・中期的には、資源の

量的な制約よりも経済、政治あるいは環境影響の面からの制約が問題になると考えられる。

太陽光発電等の新エネルギーは供給の主役にはなり得ず、原子力の増強が環境との両立を図

ることのできる唯一の道となろう。

　長期的には、資源の量的な制約一化石燃料の枯渇一が現実の問題として浮上してくる。新

エネルギーの導入も積極的に行う必要があろう。原子力においても、ウランの使い捨て（ワ

ンススルー・サイクル）ではエネルギー資源の枯渇に対する解決策にならず、高速炉による

プルトニウム・リサイクルが必須のものとなる。高速炉およびその燃料サイクルについて、

開発のり一ドタイムを考慮して早期に準備していくことが重要であり、エネルギー危機が発

生してからでは間に合わない。

　空間軸については、国レベルだけでなく、グローバルな視点とローカルな視点を持つ必要

がある。昔と異なり、各国の経済は密接な関連を持っており、1国の都合だけでエネルギー

供給を考えることはできなくなっている。アジアの経済発展はアジア地域のエネルギー需要

の急増をもたらしたが、アジアのエネルギーの中東依存は極めて高く、脆弱なエネルギー供

給構造をしている。アジア全体としてエネルギー・セキュリティを考えないと、1国のエネ

ルギー危機が地域全体を危機に陥れる危険性がある。地球温暖化や酸性雨等の化石エネルギ

ー使用に伴う環境影響は地球規模での対策を必要とするが、これもグローバルな視点を持た

なければならない理由である。日本自身が原子力発電所を増設するだけでなく、アジア地域

の原子力開発に技術（安全、核物質管理）および経済面で援助してゆくことが双方の利益に

繋がる。

　逆に、ローカルな視点、すなわち地域毎にその特性に合せたエネルギー供給を考えていく

ことも重要である。風力、太陽光、地熱等の再生可能エネルギーは地域の特性に依存すると

ころが多く、地域毎の産業基盤を活用したIPPや、地域内で行われるリサイクルと関連し

たRDFと併せて、その地域に適したエネルギー供給を選択してゆく必要がある。これらの

エネルギー源は、エネルギー供給の主役にはなれないが、補助エネルギー源として、また将

来目指すべき循環型社会の基盤として重要である。
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グレゴリー・クラーク

　いま日本の社会が直照している問題を観騨するのは、そう難しいことではない。日本は

これまで伝統的な、ということは封建時代終了以来の、価値観に基づいて今臼あるまでに

発展してきた．その意味では、日本の雛羅は；誌ヨーロッパ拳闘一とくにイギリス、ドイツ

ーの発展と似ているといえる、けれどもこれらの価僚観は必然的に、大規模な近代的産業

国家を営んでいく上で必要な価値観と対立する．イギリスとドイツはもう百年以上かけて

ゆっくりとこの変身をとげてきた。だが臼憲はほんの10年やそこらでそれをやろうとし

ている．

　なお悪いことに、日本はいまひどい不濁の中でそれをやろうとしている。しかも日本は、

その過程で、北ヨーロッパ社会が犯したと同じまちがいを犯そうとしている。というのは、

不況の時は、自然な塞能として、人々は溝費を控え、政府は支出を削ろうとする．だが以

前ケインズという経済学者がいったように、不況の時はまさにその逆のことをするべきな

のだ。ひとびとがもっと消費をするように励まし、政府はあらゆる手段を講じて景気を刺

激しなければならない，

　臼本がこのまちがいを犯している原霞は、ひとつには1980年代のイギリスとアメリ

カの例を見ていることにある。この二繭はたしかにこの時期に大改革をやった一企業再編

成、自由化、民営化、小さな政府、等々、しかしながらこれらの改革の直接の産物はひど

い経済不況だった。この経済不況を救ったのは、きびしい通貨切り下げである。日本もや

がてはこういう措置をとるべきなのだ。陀だしそれは日本の経済が回復の兆しを見せてか

らのことだ。

　回復の兆しが現れるためのポイントは，画しい産業、新しい技術、そして新しいタイプ

の投資だ。そうした新産業のひとつとして、当然、原子力関連産業が発展しつつある，欄

本でも他の国でも、原子力をめぐる危険に蜻する不安が大きい。とはいえ歴史的に見て、

人間はいつも新技術に対して不安をいだいて者た。蕾は鉄道、航空機、自動車馬送などが

危険で、環境を破壌するものだと恐れられていた。また電力というものも恐れられていた．

そんな佛は枚挙にいとまがない，人類の歴班とは、こうした恐怖心を克服し、新技術のプ

惣ンティアを切り開いていった歴史でもある．

　こう雷つたからといって、原子力に危険が伴わないと言っているわけではない、だがす

べての新技術についていえるように、経験暑積むことで危険は次第に減っていくものだ．

そしてつねに、　「それがなかったらどうなるか」ということを考えてみる必要がある。も

しいまでも馬と帆船に頼っていたとしたら、巣たしてより安全だといえるだろうか。原子

力の事故は人に危害を与えることもある．だが石炭や石油によるエネルギーも無傷ではな

い．その場合は、大気汚染がある，資源も鰻ちれている，毎年世界中で炭鉱事故による死

者が数千人にのばることもたしかだ。これらの人の命や、蜜たたいてい幼い子供のいるか

れらの残された家族の悲劇は、原子力発電で起こる可饒性のある事故による被害に比べて、

軽微だと考えてよいのだろうか。原子力という薪技術に反対する入々は、この問いに答え

なければならない。またかれらは、とりわ謄，働界が火力発電に依存し続ける場合に地球

全体の温暖化をどうするか、明らかにしな謄ればならない，
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　　　原子力発電所をめぐる「近親憎悪止「相思相愛」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　さいかわ　まさずみ
　　　　　　　　　　　　　　　柏崎市長　　西　川　正　純

20世紀は人類を幸福にしたか

21世紀、人類はそして日本はどこに向かうか

人類と原子力発電所、その近親憎悪

にもかかわらず、相思相愛をめざす原子力発電所立地自治体の

努力、そして訴え
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セッション2：「日本社会の変革と原子力開発」

　　　　　　　　　　　　東京電力㈱取締役原子力本部副本部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宅闘正夫

日本社会の変革と原子力開発について・・…　　3点に絞ってのべる。

1。我が国は明治維新以来、つい今日まで物不足解消のために経済社会全体に生産者

　　論理が支配したきたといえる。生産の効率性のためには、限られた専門集団に権

　　限を集中させて中央集権的にことを行うのがよかった。産官の護送船団方式がそ

　　の一例であろう。原子力開発もその例外ではなかった、といえよう。また、電力

　　消費地域と生産地域の問題も、こうした社会を背景に生じてきたのではないか。

　技術の語源は古代ギリシャ語のヂアテレイア」で、「かくれたるものを現すこ

と」を意味するといわれる。「自然」のなかに隠れたものを明らかにし、花開か

せる哲学や芸術にも通じるが、「技術」は自然を挑発しむりやり立ち上がらせる

創造的プロセスであり、その過程で「技術」は自律的な運動をはじめるようにな

る、この時に「技術」は地球環境や人聞の精神におおきな影響を及ぼすようにな

る、という。

　生産者論理の世界の申で、技術を扱う専門集団が技術の自律的発展のおもむく

ままに社会や自然から離れてしまうと、その技術が如何に有用なものであっても

社会から拒絶されることになるであろう。原子力は今、その一つの典型となって

しまっていないか。

　そし今日のグローバル化した市場原理の自由主義経済社会では、コストとサー

ビス、お客様第一という消費者論理の時代である。利便性のみならずそれを超え

たところで「技術」の社会的受容性が求められている。

この意味で原子力技術とそれを扱う専門集団の「社会性」が今、厳しく問われて

いる。

2。生産者論理の世界はいわば男性原理・父性原理の社会である。これにたいして消

　　費者原理の社会は女性原理・母性原理の社会といえよう。今日大きな価値と認め

　　られている多様性を許容する共生、人間と人間との信頼、自然環境への思い、生
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産地と消費地の相互理解等は、母性的な包容力なしには実現しえない。

　こうしたなかで男性的なハードな技術の典型ともいえる原子力をどうご理解・

ご支援いただくか。再生可能エネルギーなどソフトなエネルギーでその効用を代

替することが容易でないとすれば、ハードな技術を社会に訴える方法をソフト化

しでいくこと、しかない。

　最近の情報公開の徹底からインフォームドコンセント、さらには政策・方針決

定への一一般市民の参加など、今までとは違ったアプローチが既に進められつつあ

る。

　要は専門集団が社会や自然にたいしてどのような心でのぞむか、ということで

ある。

3。殆どの天然資源を輸入にたよる我が国の現状は、時代的に社会がどう変化しよう

　　とも変わらないし今後も変わりえないであろう。さらに、地球環境問題など新た

　　な国際規模での制約は国内でのエネルギー供給手段の選択の幅をいっそう狭める

　　可能性を示している。

　　　第2次大戦後、…億の日本国民が生存していくための産業復興とそのためのエ

　　ネルギー供給に、電気事業者が必死の努力を傾けるさ中、1953年、原子力の

　　平和利用と原子力発電の可能性が開けた。我が国がこの時、いち早く、英国など

　　とともに準国産エネルギー資源として原子力を選択し、「熱中性子炉一再処理

　　とウラン資源リサイクルー高速増殖炉」のシステムの開発を進めてきたバック

　　グラウンドは旧いささかも変わっていない。そして我が国の原子力開発とその産

　　業化のプロセスの中で、技術・人材・設備そして高い安全文化と高品質を作りこ

　　むシステムは、世界的にも貴重なインフラとして存在していることは看過できな

　　い。21世紀に向けて発展途上の国々にとって我が国の有するこのインフラのも

　　つ意義は、環境とエネルギーの両立を考えるとき、大きな意義をもつものと考え

　　る。しかし、時の流れの中で、事に当たる当事者は「不易流行」をも常に念頭に

　　おかなければならない。

以上
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世聞社会から市民社会への転換期における産業政策の課題

　　日本NPOセンター
常務理事・事務局長　山岡義典

世間社会から市民社会への転換期における産業政策の課題

現代の日本は，世間社会から市民社会への転換途上にある。もう少しはっきり

言えば，日本型世間社会から地球市民社会への転換と言ってよい。

　この変化の始まりは1985年のプラザ合意とそれに伴う円高の急進，そして

自動車や電気製品をはじめとするメーカー企業のアメリカを始めとする海外へ

の進出である。ここでこれまで世間社会に守られてきた企業は市民社会の厳し

さに直面する。その中で市民社会型の経営を身につける。

　しかし国内市場を対象とする産業は，この間，依然として世間社会に守られ，

バブル経済の中で結局は足腰を弱くした。昨年から今年にかけての一連の倒産

騒ぎ，官民の癒着騒ぎは，まさにこの分野における市民社会型経営への転換を

余儀なくされつつある姿を示している。そして産業界だけでなく社会全体が，

今，その本格的な転換に迫られていると言っているのだ。

　それを象徴するのが，この3月19日のNPO馴すなわち特定非営利活動促進

法の成立だ。市民の力を背景に議員立法でできたこの法律は，もとの名を市民

活動促進法と言っていたように，市民活動団体に主務官庁制度によらないで簡

便に法人格を与える仕組みを実現したものである。ただそれだけのものには過

ぎないが，ちょうど100年前に施行された民法による公益法人制度に，ささ

やかながらも風穴をあけた意味は大きい。また法人制度で初めて情報公開を義

務付けた意味も大きい。それは官から自由な透明性のある民間非営利活動の普

及と発展に寄与し，世間社会から市民社会への転換を推し進める大きな力とも

なろう。

私自信は原子力産業に関しては全くの素人ではあるが，そのような転換の中で

新たな挑戦を受けているかにみえる。その課題を他のパネリストと論議できれ

ばと思う。
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午餐会q2：旦5～丑4：15）
於東京国際フォーラムホールB

〈特別講演〉



　　自然と分明の共存

　共立女子大学客員教授

フランソワーズ・モレシャン
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市民の意見交換の会q髪3⑪鞠璽7：⑪の

エネルギー・原子カーここが問題

於東京国際フォーラムレセプションホール

　わが国で排出される二酸化炭素の92％はエネルギー利用によるものであり、その排出量について

は、2010年に1990年の6％減に削減することが求められている。

　資源に恵まれないわが国が、これを満たしつつ、エネルギーの安定供給を確保していくことは喫緊

の課題であり、ここでは市民の立場から、今後のエネルギー需給の動向を踏まえながら、原子力の役

割や進め方について意見交換を行う。原子力については、　「もんじゅ」ナトリウム漏洩事故以来、情

報の一層の公開を行い、審議の透明性の向上を図る観点から、円卓会議、意見を聞く会など，さまざ

まな場が設けられており、これらの施策の評価を含め、よりよい合意形成のあり方についても意見交

換を行う。



］モメ
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ヤング・ジェネレーション・フォーラムG7：講～旦9：3の

原子力の未来へ、今何をすべきか
於　東京国際フォーラム　レセプション・ホール

　わが国の原子力開発は今日、最近の一連の不祥事等により、国民の十分な信頼を得られていない状

況にある。しかし、資源制約が少なく、環境負荷の小さい原子力は、来世紀も人類社会の発展に貢献

し得るポテンシャルの高いエネルギー源のひとつである。そのような原子力のポテンシャルがさらに

十分発揮され、社会に貢献していくためには、原子力開発の幅広い分野で、新たな視点に立った取り

組みが求められている。ここでは、来世紀初頭に社会の中心となる20歳代、30歳代の世代から公

募により寄せられた建設的・具体的な提言を紹介するとともに、参加者が自由な意見交換を行い、原

子力の将来像を踏まえつつ、現在の原子力研究開発に係る問題点や、今後の課題は何かを考える。



］モメ［
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墨月22日（水）

セッション3⑲：⑪⑪幅豊甥：⑪の

核燃料サイクルを長期的に考える

　原子力開発先進各国は、来世紀初頭を巨1標に、使用済み燃料や高レベル放射性廃棄物の最終貯蔵を

それぞれ開始することとしているが、これをもって核燃料サイクルの全体が確立されることになる。

このため、各国は種々の研究醐発を鋭意進めているが、これまでの研究開発活動の成果を吟味し、近年

の情勢の変化を考慮にいれて、長期的視点に立ってそれぞれの開発の進め方を検討する時期に至って

いる。ここでは、各国における開発状況を踏まえて、核燃料サイクル計画のさまざまなオプションに

ついて検討し、改めて柔軟なバックエンド対策を構築するための研究開発計画の進め方について討論

する。

〈パネル討論〉

〈参加者との意見交換〉



核燃料サイクルのバックエンド：フランスの現状

　　　　　フランス産業省エネルギー・資源総局長

　　　　　　　　　クロード・マンディル

核燃料サイクルのバックエンドに関するフランスの政策は現在、ひとつの大きな段階に

達している。大規模な産業設備投資がなされ、設備が運転中である一方で、将来に備え、

とりわけ長寿命放射性廃棄物の管理に関して2006年に下される決定に備えて研究プログ

ラムが実施されている。

1．高実績かつ首尾一貫した産業ツール

　フランスの原子力発電所のネットワークは57基の運転中の原子炉から構成されている。

フランスは再処理／リサイクル方式を選択しており、それに応じ次のような産業的能力を

備えている。

・ラアーグの再処理プラント；このサイトはさらに、日本、ドイツ、ベルギー、オランダ、

　スイスの電力会社の要請に応えるべく稼働している。

・混合酸化物（MO）g燃料を生産するMELOXプラント；このサイトは国内市場向けだけ

　でなく、輸出市場向けの製品も供給している。新たに投資すれば、沸騰水型原子炉用MOX

　燃料の製造も可能になる。

・フランスのMOX燃焼炉の数は増加しており、数年後には28基に達するであろう。

2．将来に備える研究プログラム

　原子力政策に民主的かつ透明なプロセスを導入することをうたった1991年12月30日

の法律に沿って、フランスは次の主要3分野で、高レベル放射性廃棄物管理に関する研究

を精力的な研究を実施してきた。

①1三種分離と消滅処理

②深地層への地下処分研究、特に地下研究の開設による研究

③浅地層処理用と貯蔵

　本研究のねらいは、この廃棄物を将来どうするかについて議会が2006年に決定を下せる

ようにすることにある。

　政府は最近、この3主要分野の研究を継続する公約を再確認した（フランス産業省が1998

年2月2日に行った記者会見を参照のこと）。

　関心の集まる第1分野に関しては、高速増殖炉スーパーフェニックスの恒久閉鎖決定に

もかかわらず、消滅処理研究は継続される。これはわけてもフェニックス炉の運転再開と

国際．協力によるものである。

　地層処分研究に関しては、地下研究所を建設するため3つの候補サイトが特定された。

政府は今後2、3週間内に、どのサイト（最低2カ所）を選定するかを決定する予定であ
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る。

　最後の3つ目の分野の研究は増額が図られる。プログラムに計上される予算は1998年に

15％増加し、1999年には再度20％増える予定になっている。これらの研究プログラム全

般にわたってフランスは、国際協力、とりわけ日本とのプログラムを有効に推し進めてい

くことができる。

3。柔軟な戦略・

　フランス政府は、燃料サイクルのバックエンドに関してすでにとられてきた決定が十分

守られることを望んでおり、私とフランス環境省のヴェスロン局長に、さまざまな原子炉

運転者の実施している戦略が結果的に手詰まりに直面しないよう万全を尽くすよう要請し

た。

　使用済み燃料の直接処分から最も技術的に高度な再処理・焼却処分といったシナリオに

いたる2050年までに実現する可能性のある約10のシナリオが調整された。取り返しのつ

かない決定（それはとりもなおさず、ひとつのシナリオを特定してしまう決定のことであ

る）を2006年までに下してはならない、と我々には感じられた。そこで私とヴェスロン局

長は2006年まで引き続き現行の柔軟な戦略を進めるよう助言した。つまり、1991年法で

明示された3つの主要分野に関する研究を継続するとともに、産業的観点からは使用済み

燃料の大半を再処理／リサイクルする戦略を推し進めるよう助言したわけである。

　その中問報告書は現在、議会科学技術選択評価局の手で検討されている。
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使用済み燃料の管理

英国原子力産業会議（BNIF）理事長

　　ウィリアム・ウィルキンソン

　使用済み核燃料管理の2つの方式、すなわち、プルトニウムとウランをリサイク

ルする再処理、および直接処分を、英国での経験に基づいて検討することとする。

　再処理方式は十分立証されている。再処理は現在利用可能であり、国際保障措置

の下で良好に運用されている。直接処分は将来は技術的に実行可能であることを立

証できる。2方式の間の経済的な差は小さく、環境影響の相違点も同様に小さいと

みられる。パブリック・アクセプタンスに関する限り、大きな問題は放射陸廃棄物

の地層処分であり、これは両方式に共通である。長期的持続可能性が主要な問題で

あり、リサイクルだけがこれを達成することができる。

　2っの方式のどちらを選ぶかは、多くの因子に左右され、電力会社はその時点で

の個々の状況に応じて様々な結論に達することがあり得る。両方式は今後、数年間

平行して追求されることになりそうである。少なくとも中期的には、新たな開発が

使用済み燃料管理政策に重大な影響を及ぼすことは考えられない。
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セッション3：「核燃料サイクルを長期的に考える」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京電力（株）取締役

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力本部副本部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兼　技術開発本部副本部長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　榎本　聰明

藩．巖近の我が国の原子力発電

・我が国の原子力発電は、合計52基、総出力4508。3万kw、1996年度の総需
　要の約35％を発電しており、技術は成熟の域に達しつつある。

2．原子力発電のこれまでの意義一軽水炉の効果
・我が国では、これまで有意な量の軽水炉発電を開発、保持することで、化石燃料輸入の

　際のバーゲニングパワーを獲得し、ひいては化石燃料の高騰を抑制する、という利益を

　享受してきた。

・冷戦構造の解消、経済のグローバル化などから、エネルギー資源の持つ戦略的意味合い

　は一時的にせよ、相対的に希薄化の傾向にある一・方、各種エネルギー間の競争は激化し

　てきている。

3．将来の原子力が持つべき意味合い一技術革新の効果
・これまで軽水炉を開発、保持してきたことの効果を「原子力開発第…期」の効果とする

　なら、原子力という蜜度の高いエネルギー源の特性をより活かした技術革新を進めるこ

　とで原子力は更に大きな効果を発揮しうる潜在力を有する。将来の人類の生活を考える

　上で、これら原子力の潜在的な力が持つ意味合いの重要さは、軽水炉技術が成熟したか

　らといって失われるものではない。この原子力が持つ大きな潜在力を発揮するには、「第

　二期の原子力開発」に向けた長期的努力が必要である。

4．今後の原子力開発へ向けて

・第二期の開発のポイントは、経済性の更なる向止と、原子力技術開発の間口を広げるこ

　とである。

・世界的な原子力を取り巻く情勢を考えると、技術開発に割くことができる時間には余裕

　があるようにも思えるので、第二期の原子力開発にあたっては今後のエネルギー市場動

　向を注視しつつ、従来の延長線上から離れて柔軟に戦略を考えることが大切であろう。

・また、技術立国を進める我が国にとっても、グローバル化した経済の延長上で実用化を

　考えるなら、国際協力を通じてより効率的な技術開発を進めること、またそれによって

　自主技術を核として、世界中の多くの場所で使われる技術を開発していくことが重要で

　あろう。またその他共通の課題に対する具体的解決：方策を国際協力の下、検討していく

　ことも重要と考えられる。

・このような技術開発は、長期的な視点から安定的かつ着実に推進する必要がある。しか

　し、このことはこのような開発は競争原理に基づく市場の精査を受けにくい性格を持つ

　ことと意味する。従ってその開発が合理的、効率的に行われているか否か、について外

　部も含めた厳しい目で評価を継続的に行うことが健全な技術開発上必須である。

・日本が技術開発のフロンティアに立つとするならば、常に技術評価を行いつつ優れた技

　術を残し、また開発を中止すべき技術は経緯にとらわれず躊躇なく捨てる決断ができる

　ような仕組みが必要である。

・また、政府をはじめとする公共部門は、巨大技術の開発推進の中心的役割役割を担う他、

　社会から強い要請のある原子力との共生策などについても、重要なエネルギー政策の一

　環ととらえ積極的に関与していくことが期待される。
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ドイツの核燃料サイクル・バックエンド政策

ドイツプロイセン電力会社核燃料サイクル担当本部長

　　　　　　H：．エンゲルブレヒト

　ドイツにおける原子力産業のごく初期から今日まで、核燃料サイクル・バック

エンドは常に公衆と政治家の関心の的であった。原子力問題に対する姿勢が変化

していったため、閉じた核燃料サイクルによる原子力発電事業という戦略的な長

期方策は失敗し、代替策を開発しなければならなかった。

　電力業界への競争の圧力が高まる中、将来は商業的に魅力のある技術やサービ

スだけが実現の機会を与えられる。ドイツの原子力産業にとって努力目標は、確

立している既成の産業活動を脅かすことなく、新規の、あるいは少なくとも経済

的に改善された核燃料サイクル方式を見出すことである。

　核燃料サイクル問題に関する国際協力は、原子力発電に未来の成功を与えるの

に役立つものと我々は考える。
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韓国の核燃料サイクル・バックエンド

韓国電力公社　原子力環境技術研究院院長

　　　　　　　張　仁　順

　原子力発電は韓国の主力電源であり、国内電力量の3分の1以上を生産してベースロー

ドになっている。韓国の原子力発電設備容量の増加計画は、化石燃料輸入への依存増を抑

制しようとする試みである。しかしながら、放射性廃棄物の適切な処理処分が国民的関心

事となっている。発電所から排出される低・中レベル放射性廃棄物（LIILW）を減らすた

め、現状で最高のさまざまな減容技術が採用されてきた。また、韓国標準型原子力発電所

（KSNP）の導入をはじめ、過去数十年にわたる国内原子力発電所の建設、運転を通じ蓄

積されてきた経験と技術に基づき、韓国電力公社（KEPCO）が放射性廃棄物管理国家プロ

ジェクトを進めている。LIILW最終処分場は今から約10年以内に運転を開始する予定で

ある。

　特定のバックエンド戦略を国民が受け入れるかどうかは、政府が長期にわたる原子力発

電への支持を表明するかどうか、また選択された戦略への明確な環境づくりをするかどう

かにかかっている。エネルギー安全保障を改善し、かつ経済開発を持続させるという国の

主目標の枠組みの中では、省エネと環境保全という2つの方向性が優先される。使用済み

燃料の長期管理に関する国の政策は、当分の間、静観するというものである。直接処分に

関しては、関連技術が比較的新しく、パブリック・アクセプタンス上も潜在的な問題を抱

えているものの、この方式は現在、かなりの国際的支持を集めているとみられる。しかし

ながら、今のところ、使用済み燃料または高レベル放射性廃棄物（HLW）の直接処分施設が

商業規模で運転されているわけではない。一方、使用済み燃料管理を柔軟なものにするた

め、国際協力を通じた混合酸化物（MOX）燃料の利用が検討されるかもしれない。直接処

分またはリサイクルいずれかの決定が下されるまで、使用済み燃料は貯蔵されることにな

る。

　使用済み燃料の直接処分に関連して対処しなければならない大きな問題は、将来世代へ

の責任転嫁を最小限に抑えて、廃棄物の有害な影響から人間や環境を適切に防護する手段

に係わるものである。こうした問題は研究開発によって解決されるべきである。韓国原子

力委員会が策定した長期計画に従って、関係研究組織が深地層処分に係わる研究開発を実

施しているところである。次の4分野に関する基礎研究プログラムも続行されている。す

なわち、①実績の評価と処分システムの開発、②地質環境の調査、③工学的バリアの開発、

④放射性核種移行の研究の4分野である。さらにDUPIC（CANDU炉での使用済みPWR

燃料の直接利用）燃料サイクル技術を開発するための共同研究プログラムがカナダ、米国

そして1AEAの参加を得て実施されている。
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セッション4q3：3⑪酌豊7：鱒

先端技術と原子カー発展の軌跡とその未来

　科学技術は今世紀において飛躍的発展を遂げ、人間の生活を大きく変容させたが、今後はさらに調

和のとれた発展が望まれる。原子力技術は他分野の先端的科学技術の開発と相互に影響し合いながら

進歩を遂げてきた。原子力技術が常に積極的に先端分野に挑戦し、科学技術全体の牽引車のひとつと

しての役割を果たしていくことが、科学技術創造立国をめざすわが国にとって、特に重要である。こ

こでは、来世紀における人類の発展と遭遇する問題を展望し、科学技術の為し得る役割と開発の進め

方を論じるとともに、有史以来深いかかわりをもつ放射線の役割についても考察する。さらに原子力

と他の先端技術の相乗的発展の過程をレビューし、原子力技術の特色ある事例を取り上げ、その現状

と将来の可能性について、映像と解説を交えて紹介し、展望する。

〈パネル討論〉

〈参加者との意見交換〉



「科学技術は21世紀に何をもたらすのか」

東京大学・先端研

　教授　児玉文雄

論文要旨

　米国の進化経済学者、R．ネルソンとS，ウィンターは、技術進歩の累積的性質

を「自然軌道」という分析概念で説明した。つまり、現在の研究は効果的な新

技術を生むとともに，将来の研究のための自然な出発点を準備する，という考

え方である。そして、「自然変種」の「近傍」の概念を主張する。つまり、あ

る有効なシステムが確立すると、変更を加えるとしても些細なものにとどまる

というものである。

　しかしながら、技術的可能性は，多数の異なるクラスの技術群から構成され

ていることもある。これらのクラスのなかで、技術進歩はある特定の軌道に従

う。任意の時点で、あらゆるR＆Dは、あるクラスの技術群に焦点を当てて、他

のクラスの技術群についてはなんの注意も払わない。この「経路依存性」は、

技術開発では頻繁にみられる．そして，これによってシステムが全体としては

最適とは言えない経路に「ロックイン（固定化，凍結）」される可能性が出て

くる。日本の原子力開発、わけても高速増殖炉開発には、この理論が当てはま

っている可能性を否定できない。

　したがって、公共政策の是非をめぐる議論は、　「研究開発を現在の経路から

いかにして『アンロック』するか（解き放つか）」、また，「いかにして可能

性のあるすべての軌道を探すか」，という点を主眼にすべきである。一方、原

子力技術は他分野の先端的科学技術の開発と相互に影響し合いながら進歩を遂

げてきたことも事実である。このような観点から、先端技術の発展過程をレビ

ュー ｷることにより、原子力開発と他の先端技術の相乗的発展を展望する一助

としたい。

　従来の技術革新は，研究→開発ゆ実用化投資→製造という，直線的な発展を

すると考えられてきたが、先端技術分野における技術進歩は、「スパイラル」

（らせん形状）な発展をすると考える。これはいったん研究開発の失敗があっ

た後、別業種の企業の異なる技術によるアプローチでブレークスルーが起き、

飛躍的に技術が発展するというものである。図に書くとちょうどらせん状に技

術革新が進むことになる。例えば、先端技術の典型事例とされている、光ファ
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イバーや液晶などはスパイラルモデルで説明できる。J．アターバックの研究に

よると、米国でも技術革新の4分の3は本来とは異なる業種によって達成され

るものだという。技術革新は「異業種間競争」がもたらした結果であり、特に，

最適性に欠ける軌道から技術開発をアンロックするアプローチとして有効であ

ると言えよう。

　しかし，異業種間競争は必要条件であり，技術革新過程の終了の十分条件で

はない。　この観点からは，　「融合」という考え方も重要である。先端技術分

野の造語であるメカトロニクスやオプトエレクトロニクスは，異業種の技術の

融合がなくては成立し得なかった。既存の技術をただ組み合わせるだけでは

なく、そこに新たな技術開発が伴ったのである。今後、この融合現象は製造業

を越えて高度化していくものと考えられる。最近話題になっている，高度道路

交通システム（1TS）は，公共インフラと民間個別技術を結ぶ，社会システム

融合を目指したものであると言えよう。原子力は巨大技術であると以上に、大

規模・複雑システム技術である。　しかも，燃料供給一発電一再処理という，自

立した閉鎖系の構築を運命づけられてる。　このようなことを勘案すれば，単一

の社会システムの構築だけではなく，政策レベルでの融合が必要とされている

と言えよう。

　以上を要するに，来るべき21世紀の社会においては，いくつかの高度な「融

合」が技術革新の源になであろう。融合は協調し合うという意味で、異業種間

競争とは対極的な関係にあるが、この2っの動きが相互に重なり合って技術革

新が進み新産業の創造につながる。このような創造のダイナミックスが，原子

力開発と他の先端技術の相乗的発展を展望するのに当たっての基本概念となる

べきである。
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コンピュータと原子力

　松浦祥次郎

日本原子力研究所

原子力は、多くの分野の科学と技術を結び付けた総合科学技術である。したがって個々

の分野の科学や技術の発展が原子力の発展を促す一方、原子力分野での必要性が個別の関

連分野の発展を促すという相互作用によって、スパイラル的発展が可能となる。そのひと

つの例に、原子力とコンピュータの相互作用がある。この二つの分野は、黎明期を同じく

し、両者は相互の牽引力として機能してきた。

　この解説では、コンピュータと原子力の相互作用による相互のスパイラル的発展を次の

3期に分けて概観する。

　第ユ期は、コンピュータ開発に原子力研究開発機関が積極的役割を果たした1960年代

からコンピュータの性能が爆発的に向上した1980年代まで。

　第2期は、コンピュータの性能向上を受けて大規模或いは実時間的計算が原子力分野で

も盛んとなった1990年代まで。

　第3期は、並列処理による超高速計算が切り開きつつある計算科学の新しい潮流の時代。

これらの各時期におけるコンピュータと原子力の関わりと、両者が相互に牽引力となって

スパイラル的発展がもたらされた実例を、日本原子力研究所、動力炉核燃料開発事業団、

電力中央研究所での成果を例に取り説明する。
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21世紀の原子：カを目指して一原子力における技術の高度化一

　　　　　　　　株式会社東芝　原子力事業部長

　　　　　　　　　　　　　待場　浩

1．まえがき

　　　原子力における技術開発はABWRの完成により一つの区切りを迎え、今後は

　ABWRを標準としたプラント建設の時代を迎えようとしている。そこでまず、原子力

　　における技術の高度化の例として、ABWRの開発技術について触れるとともに、将

　来に向けてのABWR∬の技術開発について述べる。次に、コストダウンを目的とし

　たエンジニアリングの高度化の内容について説明する。最後に、運転プラントに対す

　　る技術の高度化の例として、自動機器を活用した予防保全技術の開発について紹介す

　　る。

2．ABWRの完成と開発技術

　　　世界初のABWRである東京電力柏崎刈羽6号機は1996年11月に、2番目の同7

　　号機は1997年7月に営業運転を開始した。ABWRは安全性の向上、運転性・操作性

　　の向上、経済性の向上、被ばく・放射性廃棄物の低減を目標に開発されたが、いつれ

　　も当初目標を上回る優れたプラント性能を示している。　さらに、将来のABWR∬の

　　開発に向けた技術開発を進めている。

3．エンジニアリングの高度化

　　　エンジニアリングの高度化は、①BWRの最新標準であるABW：Rに関する標準デ

　　ータベースの構築、②プラントメーカー、ベンダーおよび電力会社との問での電子的

　　な情報交換を目指したものである。①は、情報の標準化によるプラント建設の効率化

　　を目指したもので、ABWR建設実績に基づく標準データベースの作成、情報の構成管

　理、業務プロセスの標準化・電子化を目的としている。②は、電子的な形でのタイム

　　リーでかつ確実な情報の連携により、プラント建設の効率化を輿指したものであり、

　行政サイドとの間においても、審査の効率化を目指して、許認可申請の電子化を進め

　　ようとしている。

4．軽水炉時代の長期化を見据えた技術開発

　　　軽水炉時代の長期化に加え、新規立地点の確保が困難になっている状況から、運転

　　プラントの寿命延長を図ることは重要である。BWRでは、シュラウドの応力腐食割

　　れが近年国内外の経年プラントで発見され、より耐食性の高い材質のシュラウドに取

　　替える工法の開発が必要とされていた。このため、遠隔操作を主体としたシュラゥド

　　取替工法を開発し、その実現化を図った。
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「放射線を使った医療技術はここまで来た」

　　　放射線医学総合研究所特別研究員

　　　　　　　　舘野之男

はじめに

　医療技術には、病気を診断するためのものと、病気を治すためのものとがある。

放射線を使った医療技術にも当然この二つがあり、どちらの分野も最近、驚くほど

進歩している。しかし、今回は時間もあまりないので、診断に限ってお話しする。

1　目に見えるものとしての病気

　病気の特徴的な変化は大抵が体の内部にある。西洋では17世紀頃から、死体を解

剖して見出した所見を基礎にした医学が発達しはじめ、これが現代医学の源流をな

している。

2体の申を透かして見る
　解剖学を基礎にした医学では、病人の体内を、解剖した時と同じように見ること

の出来る手段がほしいところである。しかし、人間が現実にそういう手段を手に入

れたのは、19世紀の末、ドイツの物理学者レントゲンが発見したエックス線によっ

てである。

3　エックス線写真で病気を見る

　とはいえエックス線で可能なのは、割り切って言えば、骨と肉と空気の識別がで

きるだけで、病気が見えるのではない。そこには本質的に越えがたい溝がある。そ

して、その溝を越えようとする努力がその後営々と続けられていて、その成果はエ

ックス線診断学という学問に体系づけられている。

4　造影剤を使う

　エックス線の識別能力を高めるには造影剤を使う。例えば胃を見るには、バリウ

ムというエックス線を通さない物質と、空気というエックス線を通しやすい物質の

二つを造影剤として使う。これが完成したことで、胃の粘膜など平面的なものは、

解剖したときと同じように見ることが出来るようになった。

5　「透かして見る」から「割って見る」ヘ

　エックス線で「透かして見る」という方法にはもう一つ大きな欠点がある。人体

のような立体的なものは「透かして見」たのでは、前後が重なってよく分からなく

なってしまうのである。そこで登場したのが「割って見る」技術である。それがCT

と呼ばれている技術である。

6　情報取得手段の多様化

　最近ではさらに、体の中の情報を取るのに、エックス線だけではなく、超音波も
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用いる。また、高周波も用いる。MRIといわれている技術がそれで強い磁場の中に

入れた人体に高周波を照射すると、人体がこだまのように高周波を返してくるのを

利用する。これらによって、様々な生体情報が得られるようになった。

7　「割って見る」から「三次元的に見る」へ

　こうした新しい技術はいずれも、人体を断面図として見せることが多いのである

が、最近では、立体的にも見せられるようになり、ますます解剖に近くなってきた。

　これについては、幾つか、ビデオでお見せする。

8　解剖を超える

　放射線を使った医療技術ではさらに、解剖しても見えない人体内部の活動を、巧

妙な方法で見えるようにしたものがある。講演：では、体内でのブドウ糖の使われ方

を示すものと、脳内の神経伝達系の活働を示すものとを供覧する。

9　おわりに
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　ロシアのユニークな核応用技術

国際科学技術センター（ISTC）筆頭事務次長

　　　　　　セルゲイ・ジコフ
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生命の起源および進化における放射線の役割

赤星　光彦　　（京都大学原子炉実験所）

表題をテーマとした国際会議が1998年3月1日～5日の間、京都大学の主催により、

大阪府泉大津帯にあるホテル「サンルート関空」において開催された。このテーマを專門

とする研究者の極めて少ない領域ではあるが、国際的にも初めての試みであったので内外

約150名（内外人25名）の参加者を得て、極めて熱心な討論が交わされた。

開催にあたっての趣旨は以下の通りである。

1953年．ミラーとユウーレイによる先駆的な実験が出されて以後、化学進化と生命の

起源に関する数多くの実証的研究がなされてきた。これらの研究においては主として放

電、電磁波、衝撃波、超音波、紫外線等がエネルギー源として用いられている。これらの

エネルギーは宇宙空間や地球内外を通して普遍的に存在するものである。このうち、強エ

ネルギー紫外線は原始地球大気の表層部において、また低エネルギー紫外線は原始海洋に

まで到達してそれらの場における化学反応に重要な役割を果たしたであろう。一方、原始

地球表面においては、放電や火山からの熱によって様々な化学反応が進行したものと考え

られる。どの様なエネルギーがどの様な反応に寄与するかを考察するにあたって最も大切

なことは、その存在量ではなく、与えられたエネルギーが如何に特異的な場所において特

異的な反応に寄与するかである。

電離放射線は疑いもなく原始地球上に大量に存在し、化学進化や生命の起源にとって重要

な各種の有機分子の合成に役だったと考えられる。また、ひとたび生命体が地球上に出現

するや、突然変異を通してプレカンプリア紀に見られたようなより早い生物の拡散にも役

立ったであろう。しかしながら、電離放射線は実験を行う上での制約が強かったため、そ

の生命の起源と化学進化における役割を実証するための研究はこれまで殆ど行われなかっ

た。近年、内外に各種の放射線発生並びに利用施設が充実されるに従って生命の起源・進

化におけるその重要性を立証する研究が行われるようになってきた。

本会議の主冒的はこの領域の活動を刺激すると共に、專門家が一堂に会して地球内外にお

ける生命の起源と進化における放射線の役割を評価することにある。

　本報告では生命の起源および化学進化の道筋における放射線の役割について概説すると

共に、以上の主旨で開催された会議での報告と議論を集約し、今後の問題点を整理する。
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議長・講演者・パネリストの紹介



委員長

第31回原産年次大会準備委員会委員名簿

吉川　弘之 東京大学名誉教授

平成9年10月16日
（五十音順、敬称略）

委　員 今井　隆吉

久米　均

鈴木　篤之

須藤　富雄

鷲見　禎彦

田村　和子

友野　勝也

中島　篤之助

松浦　祥次郎

宮本　俊樹

杏林大学教授

中央大学教授

東京大学教授

元東海村村長

電気事業連合会原子力開発対策会議委員長

共同通信社論説委員

東京電力副社長

原子力問題情報センター代表理事

日本原子力研究所副理事長

日本電機工業会原子力政策委員会委員長

オブザーバー 今村　努

谷口　富裕

科学技術庁長官官房審議官

通商産業省資源エネルギー庁長官官房審議官

以　上



開会セツシ馨ン

飯島　宗一氏

大正目高員月28β生まれ

昭和21年　名古屡帯国大学医学部卒

　　27年　名古屋大学講師（医学部病理学）

　　29年　医学博士

　　36年　広島大学教授（医学部病理学）

　　44年　広島大学長（～昭和52年まで）

　　52年　広島大学教授

　　53年　名古屋大学教授・広島大学名誉

　　　　　教授

　　55年　名古屋大学医学部長

　　56集　名古屋大学長

　　62集　名古屋大学名誉教授
　　63年　　愛タ∈日県総務顧問

平成3年～愛知姦術文化センター総長

会三川部会長などを歴任。巳本病理学会名

誉会員、トヨタ財団理事長、鎖本医学会幹

事他

藷　轡：「学窓雑記」「撲紀の境に」「組織

病理アトラス」「最：新病理学」ド原爆をみつ

める」「広島・長崎の原爆災讐」「核廃絶は

可能か」など

その他＝巳本学術会議会員、中央教育審議

会委員、Ei本病理学会理事、臨時教育審議

向坊　隆氏

大正6年3月24B生まれ
昭和匿年　東東帝国大学工学部応馬化学科

　　　　卒
　　　　嗣東北塵業科学研究所技手
　　　　　（東大研究室にて研究）

　　29年　在アメリカ合衆国B本大使館
　　　　　孝斗学手旦≧曇≦書言己嘗

　　　　　工学博士号取得（東禁大学）

　　34年　東京大学教授

　　43年　東京大学工学部長
　　51年　原子力委曼会委員（非常勤）

　　52年　東京大学学長（～56年）

　　56年　原子力委員会委員・委員長代理

　　　　　（～平成3年）

平成4年～㈱日本原子力膣業会議会長

その他の役職：咄日中協会会長他

褒賞1勲一等瑞宝章（平成元年），文化功労

者他

谷塩　禎一氏

昭和2G年3月7日生まれ

昭和47年　東京大学法学部卒

　　58年　京都5区より初当選（以後、現在

　　　　　まで当選6園）

　　63年　郵政政務次官

平成2年　防衛政務次官

　　3年　衆議院逓信常任委員長
　　5年　　衆議院政治イ禽理i審査三会委員

　　7年　衆議院議院運営委員長

　　8年～惣由民主党総務局長

　　9年～国務大臣科学技術庁長子、原子

　　　　　力委員会委員長

　このほか、圏密民主党内で、国会対策委

轟会副委員長、法務副部会長、政治改革本

部選挙翻度部会副部会長などを歴任。
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吉川　弘之沃

昭和8年8月5臼生まれ

昭和31年　東京大学工学部精密工学科卒業

　　31無　 …i里イヒ学葡干究所

　　38年　東京大学工学博士号取得

　　4i年　東京大学工学部助教授

　　ξ2年　英国バーミンガム大学客員研究員

　　46年　了察大学総長補佐

　　52年　ノルウェー国立工科大学客員教授

　　53年　東京大学工学部教授

　　62年　東京大学評議員

平成元年　東京大学工学部長

　　3年　東京大学総長特別補佐

　　5年　二黒大学総長

　　9年　文部省学術国際局学術顧問
　　lo年4　月～方　送大学学園学長

　その他、精密工学会会長：、国際生産工学

研究者会議会長、鼠本学術会議会長、錘本

学術振興会会長、科学技術庁参与、通産省

産業技術審議会委員、文部省学術審議会委

員、文部省生涯学習審議会会長、など数多

くを歴任。平成9年には、原子力委員会ぼ巳R

計画i懇談会座長、科学技術庁動燃改革検討

委員会座長をつとめる。

　著書に、「一般設計学」「信頼性工学」ダロ

ボットと人間」「コンピュータ・グラフィッ

クス」「テクノグ霞一ブ」などがある。精密

工学会蓮沼記念賞（平成7寡）、ヨ本国二二

（平成9年）など受賞。

那須　翔銑

大正B年9月i9臓生まれ

昭和23年　東東大学法学部政治学科卒業

　　23年　関東配電株式会社入社

　　26年　東京電力株式会社引継入社

　　59年　同社　取締役鮭長

　　5年～同社　取締役会長

　　60年　経済平町会副憎憎斡事（～平成

　　　　　3年）

　　60年　電気事業連含会会長（～平成5

　　　　　年）

平成3年～国家公安委員会委員

　　6年～経済団体連合会副会長

　　6年～電気通信審議会会長

照繋馨難

険。ガルーチ氏

ig46年2月B日　ニュー鷺一ク生まれ

　ニューヨーク州立大学卒業媛、ブランディ

ス大学より政治学で修士畢、博士号を取得。

　【974年、軍備管理・軍縮庁（ACDA）に配属。

1982～83年には、国務省近東・南アジア局

で、また1983～84年には致治・軍事局で、

課長職を歴任。1984年、日一マにある多国
籍軍・監視機関（MFO）の事務局次長に就任。

【988～9陣には、国立軍事大学で教鞭をと

る。i991年に国連に移り、イラクの軍備監

視特別委員会の委員長代理のポストにつく。

　ig92年2月には国務省に戻り、1霞ソ連に

おける原子力安全と核不拡散閥題担当の上

級コーディネータをつとめた。ig92年7鍔

～94年8月、政治・．軍事問題損当次官補を

歴任。続いて、北朝鮮核問題担当大使に妊

命され、核開発疑惑の解消と朝鮮半島エネ

ルギー開発機構（K巳DO）設立への道を拓く。

1996年鷹月まで大使をつとめた後、現在、

ジ嚢一ジタウン大学外交学院院長の職にあ
る。

　ベトナムにおける米国の軍事政策を扱っ

た著書等、政治・軍事関係の著書が多数あ
る。
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懇懇雄i氏

193｛年7月6B　藤、工省生まれ

1952年　天津南開大学卒業

　　　煤炭部黒龍江省鶏西鉱山機械工場
　　　　にて副主任グループ長

1958年　第二機械三業二親州ウラン農縮工
　　　場「童f二手支師・運二二毒5長：

1975年　蘭州ウラン農縮工場副エ場長

ig79年　三州ウラン下野工場工場長
【982年　　黍亥工業二二墓讐吉区長

【983年　　黍亥ユ一業音β簑客ま蔓

1988無～中国核工業総公司総経理、国務院

　　　原子力発電チーム副主任
i994年～中国囲家原二丁機構委轟長

i998無3月～

　　　申国全国人民代襲大会常務委員

Y。デスカタ氏

19銘年3月i8艮　パリ生まれ

1966年

1972年

1978年

i982：箏

i987年

iggo年

1992年

エコール。ポリテクニック（理工科

学校）卒業、　コール。テ・ミンヌ（國

二丁二二鮒
エコール・ポリテクニック、エコー

ル・デ・ミンヌ（パリ屡立高等鉱業

学校）、およひ訓STAの二三に就任

原子力発電所建設管理室室長
（～81年）

原子力庁（CEA）傘下のテクニカトム

社に入社。その営力タラッシュお

よひエクサン・フロハンスのフラ
ント｝且当国｝長：に就任

テクニカトム社副社長就任
原＝子』力庁先立絹技そホ『膏区豪5長（～92年）

漂子力1苧叢到長「蒙ぎ（～95年〉

i995年7月～原子力庁長宮

隣　末男氏

昭和9年i月15日生まれ
掌歴：

昭和34年　二二一二大学院工掌研究科修士

　　　　　課程終了

　　42年　山都大詔より「エチレンの放射

　　　　　線重合反応に関する研究」て工

　　　　　掌博士号
職歴i

昭和38年　Ei本原子力研究所入所

　　43年　米メリーラント大学客員研究員
　　47年　　 E二本原子力石ヲ｝究所第二＝二開発室長

　　55年　国際原子力機関（IAEA＞工業利

　　　　　用・化掌課長兼RCAコーディネー

　　　　　ター

平成元無　Ei本：漂子力研究所企画窯次長：等

　　　　　を経て、高崎硯究所所長

　　3年～国際原子力機関事務局次長

研究業績

　放射線化掌の基礎・応用の分野で多くの
業績をあけ、「Po【y飢er　Sαenc鯨などの学会

誌にiOO編以上の論文を発蓑。ド放射線法に

よる電池屠隔膜の製造法」「電子線照射によ

る排煙の脱硫・脱硝法」「放射線照動1こよる

水処理法誰など70以上の特許を取得、その

内、電池用の薪隔膜製造法は爽用化。電子

線照躬による緋煙の脱硫・脱磯法は巳本、

トイツ、ポーラント、米圏などて、実用化

に向けての大型試験が進められ、旺Aはポー

ラントを支援して本技術を利用した石炭火

力発電所の排煙浄化プラントの建設に向け

プ霞ジェクトを開始。これらの業績により、

日本化学会進歩賞（1968）科掌技術功労老

賞（1989）嚢谷記念賞G989）ブカレスト

工科大字名誉博士号G995）を受賞した。
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セッシ騒ン蒲

近藤　次郎民

大正6年i月23日生まれ
昭和i5集　京都帝国大学理学部数学科卒

　　20年　東京帝国大学工学部航空学科卒

　　33年　東篁大学工学部教授

　　50年　東京大学工学部長

　　52年　菓束大学名誉教授

　　55年　国立公警研究所所長

　　60年　顕本学術会議（第i3期）会員、

　　　　　会長

　　63年　日本学術会議（第14期）会員、

　　　　　会長

平成2年　勧地球環境産業技術研：究機構

　　　　　副理事長兼研究所長

　　3年　鷺本学術会議（第i5期）会員、

　　　　　会長

　　6年～㈹閣本原子力産業会議副会長

　　掲年～囎国際科学技術財団理事長

昭和63年　国土審議会委員

　　63隼～航空機工業審議会委員

平成2年　学術審議会委員

　　2年
　　5年
専　門

褒　賞

中央公喜対策審議会会長

中央環境審議会会長

応用解析学（高速蜜気力学、シ

ステム工学、経営工学、環境科
学）

紫綬褒賞（昭和57年）、勲一等瑞

宝章（平成2年）

8簾．

魏
》
し穫舞鵬輸
　　　　二鱗

M．ジエファーソン氏

　マイケル・ジゴファーソン氏は，igge年
より世界エネルギー会議（WEC）中央事務局次

長をつとめるほか、ロイヤル・ダッチシェ

ルグループにおいて20年間、岡グループの

主儀エコノミスト、石油供給撮当部長、グ
ループ・プランニング部門のメンバーなど、

様々な職務を経験した。

　芸界エネルギー会議は、多種多様なエネ

ルギー問題を扱う組織であり、ジェファー

ソン氏は，人類が及ぼす気候変動の恐ろし

さという観点から、世界のエネルギー予測

に対するバランスの取れた取り組みを提案

している。同党が気候変動問題への関心を

持ったのは40年前にさかのぼり、ド気候変動

に関する政1脊問パネル（酔CC）」における主筆

のひとりである。IPCC特別報皆にも継続して

従事している。

　ジェファーソン氏は、WεCの気候変動プロ

グラムの責任者であり、これまでの報苦す

べてをまとめあげ、1993年には糀C委員会の

報告“明臼の世界のためのエネルギー”を

著わしている。

L．エチャバリ氏

ig49年4穣旧ビルバオ（スペイン）生まれ

1971年

1974年

1978年

ビルバオ大学高等工業技術校修士

号

マドリッド工業学校修士課程卒

マドリッド：コンフルテンスィス大

学情報科学部情報科学修士号

主な職歴

ig75年2月

1985年2月

ig87年10月

i995無9月

ウエスチングハウス・マドリッ

ド支社プロジェクトマネージャ

（～85年2∫弓）

スペイン原子力規制委員会技

術部長（～87年10月）

同委員会委員（～94年1i月）

スペイン原子力産業会議事務

局長（～97年6月）

1997年7月～　経済協力開発機構原子力機
　　　　　　　関（OE＝CD／NEA）事務局長
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鷲見　禎彦離

隔和5年1嗣15繭生まれ
昭和28年　京都大学エ学部電気工学科卒

　　28年　関西電力株式会社入社
　　52年　　同社工務吝茎長

　　54年　同社副支配人・中央送変電建設

　　　　　事務所長

　　56年　同社支配人・北陸支社長

　　58年　嗣社支配人・福井原子力事務所

　　　　　長

　　60年　同社取締役・福…拝漂子力箏務所

　　　　　長

　　6肉三　同社取締役・原子力管理部担当

　　62年　同社取締役・原子力管理部・原

　　　　　子力建設部担任

　　63無　飼柱常務取締役

平成3年　同社專務叡締役

　　5年～同社厳締煙霧祉長

9年7月～電気事業連合会二子力開発

　　　　対策会議委員長

1940年7月5霞生まれ

1965年7月　中国科学技術大学卒業

　　　　　中麟科学院勤務。化学分野で

　　　　　研究
1975年3月　中国環境保護庁勤務

1978年3月　中国科学院勤務。環境問題、

　　　　　化学分野で研究
1981年巨月～中国国家計画委員会エネルギ

　　　　　一研究灰勤務。エネルギーと

　　　　　環境問題を研究。現在、教授・

　　　　　副所長

渠時遠氏

十市　勉氏

昭和20年｝2月26賑生まれ

紹和43年　東京大学理学部地球物理学科卒

　　　　　業

　　48年　同大学理学系大学院地球物理
　　　　　コース博士課程修了。理学博士

　　　　　号取得

　　　　　（財）β本エネルギー経済研究所

　　　　　入所
　　53年　　三室f壬石ヲ上置員

　　54年　省エネルギー研究センター研究

　　　　　室長

　　56年　　研究音1～第3畢斉究室全長

　　58年　マサチューセッツ工科大学エネ

　　　　　ルギー研究所客員研究員

　　60年　第1研究室室長

　　61年　第4研究室室長

平成2年　研究主幹・第4研究室長

　　3年　総合研究部長

　　6年～理事・総合研究部長

　主な著書に、「石油一日本の選択∬アジ

アはどう変わるか」「湾岸危機後の薪中東秩

序」「第3次石油ショックは起きるか」「欧

州赫秩序と霞本の選択」「エネルギーR＆Dj

等がある。

一77一



セッシ襲ン惣

丁村　満子氏

　東京生まれ。昭和36無、高慮義塾大学経

済学部卒業。ニューヨーク大学大学院修士

課程修了（経済学）。40年、朝露新聞社入社。

「週刊朝日」編集部。55年～57年、朝陰薪聞

ニュー…ヨーク特派員。57年、国際報道に貢

献した記者に与えられるボーン・上田国際

記者賞を女性としてはじめて受賞。中近東、

アメリカ、ヨー臓ッパ、中国、洞ソ連など

に特派され、数々のインタビ蕊一やルポル

タージュを連載。また、日米関係、女性問

題、ジャーナリズム問題などに取り組む。

62年、日本翻訳出版文化賞受賞。62年目63

年、ハーバード大学ニーマン特別研究員。

平成2年～4年、「三猿ジャーナル」編集長、

朝日薙聞編集委員などを経て、6年目月退

桂、フリーのジャーナリストになる。両時

に医療関係の財麟法人「東察顕微鏡院」理

事長としても活躍。他、経済審議会委員、

女性のためのアジア平和國民基金理事など

をつとめる。

　代表的な薯書として、「メイド・イン・ジャ

パン」噛本たたきの深屡」「フ難ントペー

ジ、バックページ」ザ世界の大経営者たち」

駝者の際、女の罠」「アメリカ人のソ連観」

「ソ連人のアメリカ観「いい男の時代」「成

功の条件≦などがある。

織
、
耀膵
臓

田原　総一朗沃

昭和9年生まれ

　畢稲田大学卒業後、岩波映画製作所、テ

レビ東京を経て、紹和51年フリージャーナ

リストとして独立。

　政治、経済、麓業、先端技術等、時代の

最先端の問題をとらえ、活字と放送の両メ

ディアにわたり精力的な評論活動を続けて

いる。

　テレビ朝繭系列「サンデープ疑ジェクト」

「朝まで生テレビ」等、テレビジャーナリズ

ムの新しい地平を柘いた。

　昭和47年、映画「あらかじめ失われた不

入たちよ≦監督。著書に「漂子力戦争」、ヂ日

本の官僚」三部作、「メディア・ウォーズ」

「田原総一朗の闘うテレビ論」「頭のない鯨一

政治劇の真実一」ほか多数

秋先　謙譲氏

昭和4年3月i媚生まれ

学歴：

昭和26年3月

29年3月

32年1月
33～35隼

職歴：

昭和29年4月

5［年7月

53年6月

56年6月
6【年1月

東票文理科大学（現、筑波大

学）化学科卒

講　特甥研究科修了

理学博士

米国カリフォルニア大学バー

クレイ校留学

三菱金属鉱業（株）（現、三菱

マテリアル（諌））入解

同社開発事業部原子力部長

同社取締役

肩社常務取締役

澗社専務取締役

平成4年6月　同国取締役晶晶長

　　6年6月　同社取締役社長

公職等：

日本鉱業協会会長、（社）セメント協会副会

長、原子力委員会尊門部会委員

通崖省　鉱業審議会、総含エネルギー調査

会各委員

褒輩：

平成9年io月　藍綬褒章四道
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G．クラーク氏

1936年　英国ケンブリッシ生まれ

i953年

1956年

1957年

1959：年

1965年

1969年

1974年

i976：年

i979年

i6歳てオックスフォード大学に入

掌、地理学と民族字を専攻

オックスフォード大罪院修i士課程

修了

オーストラリア政府外務省入省

香、巷§主在・中鼠担当官、続いて一

等書記官として駐ソ大使館に勤務

オーストラリア国立大罪院で経済

掌を奪攻

ギジ・オーストラリアン紙」東京

支局長

キャンベラにて総理大臣・内閣雀、

政策調整委員会顧問

上智大学客員教授
上智大学編…）斉卑吝昼教｝受

【985年　比較文化学部教授

ig90年～アジア経済研究所開発スクール校

　　　長
1995隼～多摩大学掌長

　数多くの政鰐省庁、礒本銀皆、経団連、

などの各種委員会委員を歴任。1990年、東

京都文化賞を受賞。

　著書二に、「国際政治と中蟹」噛本入一ユ

ニークさの原寒」「誤解される日本人」「ユ

ニークな日本人」「クラーク先生の英語勉強

革命」なとかある。

西川　正純氏

昭和18年3月i7日生まれ

掌歴ゆ

昭和42年3月　慶薩義塾大掌経済掌部卒業

職歴

昭和42年4月

　　54年7月

　　58年5月

　　62年5月

　（62年5月

平成3年5月
　（3年5月
平成4年【2月

日本郵船株式会社入社

柏陽解機株式会社入社

柏崎帯議会議員（一期）

柏崎市議会議員（二期〉

柏崎市議会副議長）

柏崎布議会議員（玉期）

袖崎布議会議長）

率白崎布長　（一期）

8宰i2月～柏崎毒長（二期）

宅間　正夫氏

昭和i2年9月22日生まれ

東京大学工学部原子力工罪科卒

昭和54年　東京電力株式会社原子力建設部

　　　　　原子力計画課長
　　56年　企画部副部長（広報担当）

　　58年　漂子力業務部副部長（企画担当）

　　59集　電気事業連合会原子燃料サイク

　　　　　ル立地推進本部

　　　　　総合事務局技術総括部長

　　60年　柏崎刈羽原子力発電所建設所副

　　　　　所長

　　63年　原子力業務部部長（企画担当）

平成3年　柏崎刈羽原子力発電所長

　　7年　取締役・原子力本部副本部長兼

　　　　　技術開発本部副本部長

　　9年～取締役・原子力本部副本部長
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出岡　義典氏

昭和16隼4月　中国東北地方Gヨ満州〉に生

　　　　まれ、高校までを広島で過ごす。

　　39年3月　東束大学工学部建築学科卒

　　　　業。その後、局大学院で都帯計画

　　　　を専攻。この間、横浜市都憲整備

　　　　計画、妻篭宿保存計画、大阪万博

　　　　会場計函等の実務に携わる。

　　44年3月　東京大学大学院博士課程修

　　　　了。都市計画設計砺究藤に入駈し

　　　　て都衛設計の実務に従事の傍ら、

　　　　武蔵野美術大学で都市デザインを

　　　　講義。各地の者肺整備計画や平城

　　　　窟跡整備計画等に携わる。

　　52牟4月（財）卜3夕財遡に転職。プ
　　　　鐵グラム・オフィサーおよびプロ

　　　　グラム・ディレクターとして各種

　　　　の助成活勤を展開。同時に日本の

　　　　鍵間非営利活勤の振興について調

　　　　査研究。

平成講年3月　　同財団を退職。以後、プ

　　　　リーのプランニング・覇ンサルタ

　　　　ントの傍ら、（株）長谷工総合研究

　　　　所顧問、日本福祉大学客員教授な

　　　　どを兼務。

　　8年μ月　羅本NPOセンター設立と
　　　　ともに常務理事兼事務局長に就
　　　　任。

　都市計直、民間非営利活動論、助成財団

論、市民濟動論、文化政策論等が専門分野。

主な著轡に、「田本の財団」「β本の企業家

と社会文化事業」「フィランソ鐵ピーと社会」

などがある。
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午餐会

F．モレシャン氏

　パリ・モンパルナスに生まれる。

　ソルボンヌ大学東洋語学校日本語学科を

経て、i957年初来β。NHKフランス語講
座（初代講鮒などで活躍。1964年にいった

ん離昇。ニューヨークで美容コンサルタン

トの資格を得て、パリにおいてレブロン、

ディオール社勤務。1974年、シャネル葵容

部員長として、再来臼。著醤「失敗しない

おしゃれ」が大ベストセラーになる。その

後、ファッションアドバイザーとして、マ

スコミで酒躍。

グ日一バルな環境問題として、著書「オハ

シ持チマシ§」を中心としたキャンペーン

は、バブル時代を§前にした山本社会での

パイオニア的環境運動となった。

　「ファッション、ダンス、音楽、映画、

文学などメディアを通じてのあらゆる文化

の基本はライフスタイルと偏見のないグ鶴一

バルな精神を装うためにある」をポリシー

に、様々な分野で活動。

　1981年、フランス政府より日仏文化の功

績を認められ国家功労賞（Ordre　National　de

Merite）を勲章。199【年、フランスにて「La

Gai穐」を発刊、フランス国内でベストセラー

になる。

　i995年、東京属仏学園にて、衣・食・住

一ライフスタイルを学ぶ「もれしゃん塾」

を開講。

　現在、ライフスタイルコーディネータと

して活躍するほか、共立女子大学客員教授、

（社）霞本ユネスコ協会連盟理事、フランス

政府対外貿易顧問、緑の地球防衛基金理事、

菓京都国際政策i懇談会委員などをつとめる。
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市民の意見交換の会

田村　和子氏

昭和【5年2月26顕生まれ

昭和37年　お茶の水女子大学文・教育学部

　　　　　卒

　　　　　共同通儒社入社。編集局社会部、

　　　　　文化部、科学部記老をつとめる

　　57年　編集局科学部次長

平成元年　編集局科学部長兼論説委員

　　4年　編集局編集委員兼論説委員（科

　　　　　学技術、環境、生命科学担当）

　　9年～編集局編集委員室次長兼論説委

　　　　　員

平成5年～総理府技術士審議会委員

　　7年～科学技術会議総合計画部会奪門

　　　　　委員

森　一久氏

大正】5年1月17日生まれ

昭和19年　広島高等学校卒

　　23年　京都大学理学部物理学科卒業
　　　　　後、中央公論社に入社

　　31年　（社）日本原子力産業会議入社

　　　　　電源開発（株）入社（～昭和40隼）

　　44年　（社）日本療子力産業会議事務局

　　　　　長
　　53年　　同専務王里事

平成8年～同副会長

兼職：

　（財）B本原子力文化振興財団副理事長、

　（財）療子力安全研究協会理事、（財）温水

　養魚開発協会常務理事、（財）海洋生物環

　境研究所：評議員、（財）第筆：福竜丸平和協

　会評議員、（社）学士会評議員

公職：原子力委員会専門委員、原子力安

全委員会專門委員ほか

その他：

　東京12チャンネル（現テレビ東京）編成
　音β長　（日召禾r138～40年）

大正国年　上海生まれ

　昭和24年　東京大学理学部化学科を卒業

後、通産省東京工業試験所勤務（～31年）

　財団法人日本原子力研究所を経て、日本

原子力研究所東海研究藤原子炉化学部副主

任研究員（～58年）・理学博士。前中央大学

商学部教授（露然科学概論担当）。

　そのほか、日本学術会議第4部会員（昭和

47宰～60年）、原子力問題特別委員会幹事
等。

中島　篤之助氏

一82一



ヤング・ジエネレーシ箋ン・フォーラム

鈴木　達治郎氏

昭和26年4月9日生まれ

昭和50年　東京大学工学部原子力工学科卒

　　　　　業。1蓬研究生

　　5】年　米国マサチューセッツ工科大学

　　　　　（原子力工学專攻）修士課程

　　53年　株式会社ボストン・コンサルティ

　　　　　ンググループ

　　56年　財団法人工業騰発研究所

　　61年　米臨マサチューセッツエ科大学

　　　　　エネルギー研究所エネルギー環

　　　　　境政策研究センター客員研究員

　　　　　兼務

　　63年　財団法人産業創造研究所調査研

　　　　　究部第二部主任研究員

　　　　　東京大学より工学博士号取得

平成元年　米国マサチューセッツ工科大学

　　　　　国際原子力安全性向上プ臓グラ

　　　　　ム副ディレクター兼務

　　5年　同国際問鷺研究センター主任砺

　　　　　究員。澗大学より修士号取得

　　8年　財団法人電力中央研究所経済社

　　　　　会研究所研究主幹

　　9年～東東大学大学院工学系研究科客

　　　　　員助教授

　プルトエウム政策、エネルギー安全保障、

地球温暖化対策などの国際エネルギー対策

を専門分野とする。
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セッシ箋ン3

鈴木　篶之氏

昭和17隼旧月3旧　東泉生まれ

　東京大学工学部原子力工学科卒業および

東東大学大学院修士・博士課程修了。工学

博士

　国際応用システム分析研究所研究員、東

京大学工学部助手・助教授を経て、昭和61

年より、岡大学工学部教授、現在に至る。

　原子力委員会原子力安全委員会専門部会

委員、通商産業省・科学技術庁原子力安全

技術顧問等を務める。

　専門は原子力や核燃料サイクルのシステ
ム科学。

　著書・訳書に、「原子力と燃料サイクル」、

「gO年代のエネルギー」、「グ霞一バル・エネ

ルギー・パス」、「エネルギー経済学」等が

ある。

C．マンゲイル氏

1942年1月9鐵　フランス・リヨン生まれ

学歴：

エコール・ポリテクニック（理工科学校）、

エコール・デ・ミンヌ（パリ国立高等鉱業学

校）、コール・デ・ミンヌ（鼠家鉱山技師）卒

業

聴i歴：

1967年

1974年

1978年

【98【牛

裂由技鰍メツツ布、その後レンヌ

帝に赴任）（～74年）

フランス産業開発局　特別担当官
（～77年）

国立研究開発公社　産業研究各県

連絡企画部長兼自アール河流域地
方代貸（ナント衛）（～8i年）

首相官房技術顧問（産業、エネル

1983年

1984年

1988年

1990年

iggi年

1996年

1997年～フランス経済・財務・産業省

ギー、研究部門担当）（～82年）

産業開発金融公社　総裁（～84年）

産業開発金融公社（【987年に民営

化〉　会長（～88年）

地質・鉱山研究所理事長（～go年）

産業・郵政・電気通醤・貿易省（そ

の後、1997年6月ジョスパン新内

閣により経済・財務・産業省に移

行）資源エネルギー総局局長
（～現在）

G7原子力安全作業部会　フラン
ス代衰（～現在）

岡　作業部会　議長

　　　　　　　　　　　　　　資

源エネルギー総局局長兼国際エネ

ルギー機関（iEA）理事会議長

W．ウィルキンソン氏

英国ケンブリッジ大学で機械、化学工学を

専攻、その後ソールタ・スカラーとして研
究を続ける。

1959年に原子力産業界に入る。1967年には

漂子力界を離れ、ブラッドフォード大学で化

学工学科教授に就任。その後、1978年に研

究開発担当副部長として英国原子力燃料公

社に入社。1982年、エンジニアリング部長、

ig84年、技術担当取締役として同社役員に

就任。1986～92年、エンジニアリングおよ

び技術分野担当の副社長をつとめる。現在、

英国原子力産業会議（BN［F）理事長である。

過去、英国政府の科学技術諮間委員会委

員、放射性廃棄物管理諮問委員会、科学・

工学会議の委員のほかに、化学エンジニア

協会会長、王立エンジニアリングアカデミー

会員、王立学会のフェ臓一、欧州原子力産

業会議連含（FORATOM）理事長を歴任。
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紹和14年7月7賃生まれ

紹翻40牟　東京大学工学部原子力工字科卒

　　40年　東京電力株式会社入社

　　58年　原子力計画課長

　　62年　福島第一漂子力発電所技術部長

　　63年　原子力建設部副部長

：平成6年　原子力業務部部長

　　7年　　本白崎メij薯聖上子＝わ発電所長

　　9年～取締役・原子力本部副本部長兼

　　　　　技術開発本部長

榎本　聰明氏

　大学で機械工掌を専攻した後、ユーリッ

ヒ原子力研究センターに入所、原子炉物理
を担当。

　【981年、最初の業務としてPWR3基の
炉心設計に取り組む。その後、プロイセン

電力に入社し、核燃料サイクル担当部門に
所属。

　現在、同社の核燃層サイクル全般に間す

る方讐と、機材・燃料等の購入とそれらの

運用の全般的な責任者てある。

H．エンゲルブレヒト氏

張仁順氏

1940年3月29艮生まれ

掌歴’

1964年

1966年

1976年

高麗大掌卒業（化学：奪攻）

高麗大字修±号取得（無機化学専
攻）

カナタ藤オンタりオ大掌博士号取

得（無機化学専攻）

職歴

1979年5月

1988年巨月

［990年9月

韓国原子力研究駈化学・材料
石汗究吝雲脚（～94年1月）

韓国核燃料株式会社副社長
（～92年12月）

漢南大盛大学院非紫勤教授
（～現：在）

1992年Il月　韓國核燃料株式会社技術顧問

　　　　　　（～94年】0月）

1993年6月　韓国漂子力研究所原子力政策

　　　　　企画担当副駈長（～94年1月）

1994年鳴　韓撫原子力研究所副所長
　　　　　　（～95年4月）

i995年4月　原子力環境管理センター所長
　　　　　　（～96講三12月）

1997年1月～韓国電力公社原子力環境技術

　　　　　　院院長
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セッション尋

秋山　守旧

昭和田年8月23Ei生まれ

　現職は（財）エネルギー総合工学研究所理

事長兼所長、東京大学名誉教授。昭和33年、

東京大学工学部機械工学科を卒業後、日本

原子力研究所に入所し、熱流動研究に従事。

38年より東京大学工学部講師、助教授を経

て、49年より教授をつとめる。平成8年に退

官するまで、主として原子力分野の設計な

らびに安全評価を対象に、熱流動の面から

教育と研究を進め、またあわせて、各種エ

ネルギーの輸送・貯蔵・変換なども広く視

野に入れつつ調査・研；究を進めてきた。そ

の後、（財〉エネルギー総合工学研究所理事

長となり、エネルギーの開発・利用・環境

調和などを対象に、科学技術や社会経済の

発展と圓調しながら、総含工学の観点から

調査研究を進めている。他に、日本原子力

学会、米国原子力学会、米国機械学会、川

本機械学会、エネルギー・資源学会等に所

属。原子力工学、原子力安全を専門とする。

寮本原子力学会元副会長、日本学術会議第

i7期会員。

児薫　文雄氏

昭和16年7月貸日生まれ

学歴1

昭和39年　東京大学工学部機械工学科卒業

　　42年　同工学系研究科機械工学専攻修

　　　　　士課程修了

　　49年　工学博士学位授与

職歴：

融和39年　通産省重工業局勤務（～40年）

　　42年　西ドイツ国立システム硯究所研

　　　　　究員（～44年＞

　　49年　埼玉大学教養学部教養学科助教

　　　　　授

　　53年　ハミルトン大学政治学部客員助

　　　　　教授（～54年）

　　59年　埼玉大学大学院政策科学研究科

　　　　　教授

　　63年　科学技術庁科学技術政策研究所

　　　　　出替主任研究嘗併任（～平成2

　　　　　年）

平成3年　ハーバード大学ケネディスター

　　　　　ル客員教授

　　4年　スタンフォード大学機械工学科

　　　　　客員教授

　　6年目東京大学先端科学妓術研究セン

　　　　　ター教授

　その他に、機械振興協会経済研究所客員

研究員、霞本工学アカデミー会員等。

　技術革新論、科学技術政策論が専門分野。

吉里召乍造賞を心意（平成3年田月〉した「ハ

イテク技術のパラダイム：マクロ技術の体

系藷をはじめ著書多数。科学技術庁長官賞
研究：功績賞受賞（平成3年4月）。

松浦　祥次郎氏

昭和10年月月20日生まれ

学歴二

日間禾033：牢3月

35年3月

職歴i：

　　35年4月

36年1月

38年12月

44年の月

京都大学工学部応用物理学

科卒業

京都大学大学院工学研究科

原子核工学修士課程修了

京都大学工学部原子核工学

教室助手

目本原子力研究所東海研究

所動力試験炉建設部

東海研究所動力試験炉管理

部

東海研究所動力試験炉部開

発室

46年7月

5畔5月
52年12月

54隼6月

56年6月

　　60年4月

　　6陣8月
平成元年9月

　　5年2月
　　7年2月

7牟7月
8年7月

副主任研究員

主任研究員

東海研究所動力試験炉部開

発室長

企画室講査役

東海研究所原子炉工学部次

長

東海研究所原子炉工学部長

企画室長

東海研究所副所長

日本原子力研究所理事

臼本原子力研究所理事（再
任）

日本原子力研究所副理事長

爲本原子力研究所副理事長
（再任）
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擁齢

轟
辱

待場　浩氏

ぎ

昭和17年6月28日生まれ

学歴1

昭和引年3月　大阪大学基礎工学部機械工

　　　　　　学科卒業

職歴1

昭和41年4月　東京芝浦電気株式会社入社

　　　　　　　（紹和59年媚、株式会社東

　　　　　　芝に社名三盛）

　　63年4月　同社原子力事業部　原子力

　　　　　　　プラント設計部長

平成6隼4月　同社原子力事業部　原子力

　　　　　　情報システム部長
　　7年10月　同社原子力事業部　原子力
　　　　　　　プラント計画部長

　　9年6月目同社原子力事業部長

舘野　之男氏

昭和9年3月30日生まれ

学歴：

昭和34年

幽幽39年

千葉大学医学部卒業

千葉大学大学院医学研究科博士

課程（内科系放射線医学専攻）修

了

職歴：

紹和39年4月文部教官に任用。千’葉大学助

手医学部附属病院（放射線科）購講師、助

教授、附属病院放窮線部長を経て、昭和50

年【2月、総理府技官に任用。放射線医学総

合研究藤　臨床研究部臨床第3研究室長、

岡臨床研究部長、障薯・臨床研究部長を経

て、平成6年3月退職。現在、放射線医学
総合研究所特別研究員。

主な編著書：

「放射線医学史」「放丁丁と人間壽「核医学一

管理と法規制」「核医学概論」「ポジト目ン

CT」「全身NMR－Cτ臨床アトラス」「粒：子加

速器の医学利用一現況と将来への展望」「画

像診断一基礎と臨床」「最薪がん画像診断一

現状と展塑」「ポジト葭ン核医学の将来展

望一方法の開発から応用硲究に向けて」「脳

の神経伝達機能イメージング」「医屠X線像

のコンピュータ診断J

S．ジコフ氏

1956年3月1日　モスクワ生まれ

　1973年にモスクワ物理・技術大学に入学。

案験核物理を学び、ig79年に澗大学を卒業

後、サ瞬フ市にある日シア連邦原子力セン

ターに入所。核兵器管理のための放射線計

測、国際条約検証のための技術応用、原子

力安全等の分野で働く。1986～87年には、

チェルノブイり原子力発電所環境回復計画

に放射線安全グループの一員として参加。

【991年以来、米国・霞シア問の「研究所間

プ眼グラム」により、国際核物質防護・管

理・計量計画に参画。その後、環シア連邦

原子力センターの原子力・放射線研究セン

ターで副所長をつとめた後、1997年9月よ

り、モスクワにある国際科学技術センター

の筆頭事務次長の職にある。1989年に実験

核物理で博士号を取得している。
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P

赤星　光彦氏

昭和i眸彗月28日生まれ

昭和30年　福井県立武生高校卒業

　　34年　愛媛大学文理学部卒業

　　36集　大阪大学大学院理学研究科修士

　　　　　課程修了

　　39年　同大学院理学研究科博士課程単

　　　　　位修得中退

　　　　　京都大学原子炉実験所助手とし

　　　　　て採用

　　63年　同大学助教授に任用

平成8年　京都大学原子炉実験所教授に任

　　　　　園

　核変換および核放射線の利用による生命

の起源・化学進化に関する実験研究、Rlの利

屠による各種制癌剤の制癌作用増強および

制癌作用機構に闘する観究、熱中性子によ

る核反応のもたらす生物作用機構の研究が、

主な研究テーマ。

　生命の起源および進化学会q975隼創設以

来、運営委員、運営委員長等歴任）、日本癌

学会、霞本放射線影響学会、希土類学会、

ハイパーサーミア学会に所属。
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当社はFAPIGの中核として動力

炉・核燃料開発事業団殿、日本

原子力研究所殿、電力会社殿そ

の他原子力関係諸機関の原子力

開発に積極的に貢献しておりますb

ぐ／　
　常葉晶穣

各種療子力機器

聞こえてきますか、

技術の鼓動。
各種放封線機器

富士電機株式会社
〒100－8410東京都千代田区有楽町1－12－1（新有楽町ビル）容（03）321【一7i［i

’6＝
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原子力発電技術の確童に夏置綿は，

全社一窺となつ「ζ取り組ん貿います。
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　　　　　　　　畢《
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　　　　　弩蟻
鋤一触幽鍵ノ。、

※写真は、横浜第一工場で製作中の135万副級
A－BWR・原子炉圧力容器を示しております。

IHIj酬量饗禦転調暮鋤
　　　　　　　〒100－8182東京都千代田区大手町2－2－1（新大手町ビル）

　　　　　　電言舌（03）3244－5301

　　　　　　エネルギー事業本部／原子力事業部／横浜第一工場
　　　　　　　〒235－0031神奈川県横浜市磯子区新中原町　電話（G45）759－21目
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ホッみ試験で

実）厚7化1研『究を重ぬ蔭

厚揮の源子カエ諸ジ⇒『フン劣“

高度化と安全性が求められる原子力関連技術

原子力発電がすでに総発電量の4分の！を越え、2！

世紀にはその比率を約4割にまで高めようとしているわ

が国では、将来に向けて原子力関連技術のより一層

の高度化と安全性の向上が求められています乙とりわ

け核燃料サイクルを確立するうえで再処理や放射性

廃棄物の処理・処分などダウンストリーム分野での技

術の向上は大きな課題となっていま魂

ホット試験によって高い信頼性を実証

こうしたニーズに応えるため、B揮は茨城県大洗町に、

試験によって、より高い実証性と安全性を追求し、新

技術の実用化を図っています6たとえば高温焼却技

術や新減容セメント固化技術については、大型パイ

ロットプラントによる実証試験を実施。また一方でRI

を使用した廃棄体放射能自動測定技術（核種分析

評価技術を含む）・放射能除染技術・表面汚染検

査装置など各種原子力関連技術の確立に力を注

いでいます。

このようにして開発、実証された各種技術は、すで

に数多くの商業プラントに採用されており、またこう

した実績をもとにB揮は、原子力産業の最先進国

である米国（バージニア電力株式会社）において
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M置TSUBISHl
　　8000－7石0〃の三妻『勘讐

2000年も．
　　　　　　　　　　　　その完の豪楽も。

火　力　発　電

原　子　力　発　電

　　　　　　　　　　　　　毎【1の暮らしに必要な電気　　。

　それは、まるて空気のように「あることかあたり1捌なイ∫在てす。

　　　　　　　　　　三菱電機ては、発電、送変亀、霞目通猛、

　　　　　配電等の各システムや次世代エネルギーの闇発なと、

　　　　　　　ll常牛活や産業活動に欠かせない電気をつくり、

宙裳家の皆様に安全て確実にお届けするお1珂ムいをしています。

2000年も、その先の未来も、あなたのぞはて36511お役に、ンつために
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c
　　　　　水力・火力・原’力・新エネルギーをヘースとし、

　　　　　　　　人と地球環境を考えた電力供給に対し、

三菱電機は電力に閃する多彩な技衛協力をしてまいります。

の
調
和
を
め
ざ
し
て
。

〒箋00紹10鯨都千代田区丸の内223（三菱騨ヒル＞TEL（03｝32182111∴三菱電機株式会社

Ad－6



第31回原産年次大会

地球46億年の恵みを
　確かな技術で
　原子カエネルギーとして
　　世のφに送り出して0ぼする

原子燃料・加工4国
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炉勉鋤8ηA◎◎e55
アトックスは情報ネットワークをいかし

　　　　つねに人問の安全を優先した

　　　　技術開発を心がけています。

　泊事業所

札幌事務所

　　　　　　　柏崎刈羽事業所
　　　　　　　志賀事業所
　　　　　　　敦賀事業所

　　　　　　若狭事業所
広島事務所　島根事業所

六ヶ所事業所

女川事業所

九濃霧

本社

四国事業所 大阪営業所　浜岡事業所

　　　　福島第一事業所

　　　　福島第二事業所

　　　　原電事業所
　　　　東海営業所
　　　　大洗営業所
技術開発センター

東京営業所

原子力施設の安全を確保する

トータルメンテナンス企業です

Tr）

本　　　　社

技術開発センター

株式会社アトリクス

東京都中央区新富2－3－4

一「∈iし＿　03　（5540）　7950　　　F＝AX　　O3　（5541）　280り

千葉県柏市高田1408番地

TEL　O471（45）3330　FAX　O471（45）3649
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社団法人日本原子力産業会議・会員

　　　　　　（五十音順）
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大切なのは、何かをつかもうとする心。

原子力関連営業品目

　・電気機器据付工事

　。計測制御工事

　。電気配管配線工事

　・ページング・通信線工事

　。照明働力工事
　。空調・給排水工事

　。変電工事

　・地中管路洞道工事

　・防災工事

　。保守工事

　　　　　　　　　いつも、人に優しい技術で未来へ。

　　　　　　　　　　　　　雷難開電工

　　　　　　電力本部　原子力部　東京都港区芝浦4丁醤8番33号　Te1（03）5476－2！！1（：大代表）

柏崎刈羽事業所　新潟県柏崎市青111町　（0257）45－2987　東海事業所　茨城県那珂郡東海村　（029）282－8415

敦賀事業所福井県敦賀市明神町（0770）26－1854
　　　　　　電力本部　福島支社　福島県双葉郡楢葉町　Te1（0240）25－2477
福島第一事業所　福島県双葉郡大熊町　（0240）32－2331　福島第二事業所　福島県双葉郡楢葉町　（0240）25－4654

＿謡盤．
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’
。

このノビノビした可能性を支えたい

私達は明臼の快適な社会のために

ひたむきな努力を重ねています。

⑧二二三三会社 本店〒531・8502大阪市北区本庄東2丁目9番18号

電話（06）372－1151〈大代表〉
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翫励晦伽∠
　　　　　　ミご　　　　　　リノ
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隔げ沙羅替下

弓．…曼

お客さまの満足が
　　　　　モットーです。

　　雌子男発電所のメンテナン腱設工事

社　　■変電所、送電線の建設工事
　　■土木工事の施工　建築工事の設計

　　團保険募集に関する業務

〒108－0074東京都港区高輪1－3－13住生興和高輪ビルTTNet　O3－4436－8321（代表）

NTT　O3－3448－8311（代表）　FAX　O3－3448－8385　　http・〃www　tgn　orJp／tkg
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環境の
謬7ロツエ“

　
　懲罰

。
γ

環境ISO14001認証

跳謡　E。きε巳。v　　　　J△B
　　　　　を　ム　ビホ　ね
ε97－028　　　　　RE　OO4

環境リサイクルセンター

TEEは環境関連の総合エンジニアリング会社です。

環境調査から
環境関連施設の建設、運転、保守管理まで。

環境に関すること、

何でもご相談ください。

＠　　　東電環境エンジニアリング株式会社
　　　　　　　　　取締役社長　鈴木　雄太

　　　　〒108－8537東京都港区芝浦4丁目6番14号
TTNet（03）4511－7000（代）　NTT（03）3452－4661（代）
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装荷パターン

数値流体解析

燃料集合体内出力分有

東電ソフトウエア株式会社

〒！05－OOO4東京都港区新橋6一！9－15

　　　　　　東京美徳倶楽部ビル
本社／’rELO3－4586一フ666（代）

URL　http；〃www．tsi．cojp

炉心管理システム部／

TEIし，03－4586－7680

FAX，03－4586－7670

Q翅
どこまでも

クオリティオリエンティツド

「クオリテ伯つて何だろう
　　　　もっと「クオリティ」について考えてみたい。

だから、私たちの合琶葉はQ’d（クオリティオリエンティッド）で凱

　　　　　　　　　キュード

株式会社東京電気工務所

取締役会長高岡祥夫

融締役社長　宮田明則

iO5－0004東京都港区新橋6－9－7

T丁Net　O3－4253－8981

T　E　L　O3－3434－Oi51

エネルギーのためのデザインとコンストラクション

●原子力・火力・水力発電所・変電所および諸設備の電気・機械設備●情報・通信システム、エレクトロニクス設備●建築

電気設備・自家用発変電設備●土木・建築　前記に伴うコンストラクション、メンテナンス、エンジニアリングサービス

Ad－12
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第31回 原産年次大会
社団法人　日本原子力産業会議・会員

業種別懇談会

1〈臼NO∈M〈o

自門関電工
　取締役社長星野聰史

　〒108－8533　東京都港区芝浦駈8－33

　　　TEL：03（4431）2111

　　　　　　　◎

株式会社巾電工
　　取締役社長池内浩一
本店：広島市中区小網田1’6番12号　智（082）291－74工1

支店：広島・岡Iしい由1」・島根・鳥取・東京・大阪

　　　　　　　②

東尤電気工事株式会冠

　　　　取締役社長江原　景

東京都千代田区西神田1－4－5⑰101－8350容（03）3292－2111

　　　　　駈1“曲

　　　　　CORPORAT｝ON

株式会社きんでん

　　　取締役社長岡　泰造
本　　唐　大販市北区本庄束2丁目3番41号〒53…一8550T…£LO6－375－6000
束京本社　東京都品Ill区単品反田5丁目25番12号干141－8632　TELO3－3447－315三

　　　　　η磁。

株式会社トーエネック

　　　取締役社長石田英夫
本店／名古屋市中区栄1－20－31⑰460－8408蝕（052）221－1111
東京本部／東京都豊島区巣幅1－3－11⑰170－0002鯉（03）5395－7111

大阪本部／大阪市淀川区新北野3－8－2㊨532－0025費（06）305－2181

＠

北陸電気工事株式会祉
　　　取締役社長新藤昭光
本店　幸930－8551富山布東医1地方町1丁目1番1号費（0764）31－6551

支店　富山・高岡・金沢・七尾・福井・敦賀・東京・大阪

％惚。

　　株式会社ユアテック

　　　　取締役社長中澤博：司

本　　　社　　f山台市宮城野臣く榴岡4丁目　1番1号　　　電言舌　｛山台　　（022）296－2121

東京本部　東京都台東琶東上野5丁目2番2号　　電話東京（03）3844一マ101
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て
翫

産
貿

・
刷
会
工
社
営業回覧
火力・原子力発電プラント

石油・化掌・製鉄プラント

各種産業機械、環境対策機器

　上記設備の設計、建設、

　電気・計装工事及ひメンテナンス

∠◎7日本建設工業株式会社

本　社⑰104－0052東京都中央1丞lj島411＝112番5号
神戸支社⑰652－0865兵庫三財111戸市兵｝・1「区小松通5π目1番16｝ナ（菱興ビル内）

TEL　O3（3532）7151㈹

TEL　O78（681）6926σ◎

僕は1990年に五，羊建設の篇ミュニケーンヨン

キャラクターとして誕生して以未、数多くの建設

現場て皆様にお会いすることかてきました

これかりも自慢の大きな目て皆様の生爪を

見つめ、長い調て多くのこ餐見をお聞きし、

皆様の笑顔のお役にたちたいとおもいます

これかbもよろしく、“ミスターペンタ”てす

蒼

豊かな環境を創造する

MrP∈囲1A

り
り
り
り
見
計

　
　
　
　
創
り
角
い

L蟹▼8 ：

墜

本社東京都文京区後楽2－2－8〒U2－85マ6含（03）3816一マUl

支店／札暢東北北睦関棄東亨横，匠名吉屋大販中国囚國九鰯南九賊
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　　　　　社団法人　日本原子力産業会議・会員

業種別懇談会
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煙〉三建設備工業畿

　　　　取締役社長寺本明男

〒103－00【4東京都中央区B本橋蛎殻町1－35－8僧03（3667）3431

　　　　　〆かな世界を㌔

◎新憂冷熱工業株式會肚
＄HNRYO　CORPORAτ’10N
　　　　取締役社長加賀美郷
本社r＝160－0004東京都新宿区四谷2－4容（03）3357－2151㈹

燃料エネルギー事業部
〒220－811【横浜市西区みなとみらい2－2－1公（045）224－2890

f鰹灘離灘
　　　取社締長役石井　勝

本社〒101－832【東京都千代田区神田駿河台4丁目2番8号

　　　　　　容　（03）3255－8230

弘笑門門
　　　　代騨役阿部貞市

本社〒163－0212東京都新宿区西款宿2－6一圭倉03－3344－1851（代〉
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　》切ら‘ 明日の原子力のために

署劉 　　　　ら

鯉西 扇 ●

込

■機器・設備の除染・解体・撤去

薗各種施設の運転・保守

■原子力・化学・一般機器、装置の

　設計・製作

薗放射線計測器の点検・較正

闘環境試料の分析・測定

薗各種コンピュータのメインテナンス

技術提携先 トイツ・クラフタンラーゲン社
叢・クォート・レックス社
トイツ・エレクトロワット・エンジニアリング社

原子力枝術株式会社
1Vし1CLEハRγεCθ～OLOGy＆ε〈1G〃VEER’～G　CO，ムアD

　　本社茨城県那珂郡東海村村松目41－4
　　　　　　　　TEL　　O29－282－9006

　　東海事業所　　茨城県那珂郡東海村村松4－33

　　　　　　　　丁EL　　O29－283－0420

　　東京事務所　　東京都港区南難山7－8理

　　　　　　　　小田急南青山ビル9F
　　　　　　　　TεL　　O3－3498－0241

　　テクニカルセンター　茨城県ひたちなか志灘崎西原1476－19

　　　　　　　　TEL　　O29－270－3631

　　　　　　　　科孚技術庁，容接認可工場

　　　　　　　　　　　　2安（原規）第518号
　　　　　　　　　　　　2安（鍵盤）第662号
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　　　　　　　　　　　　　技術でリード

電力分野の晶エキスパートナー㌔

1言 霊蝋冨・・鮎． ・騰、

蕪ノ

蟹

』臨

　　　　　　　　まカぎ

鞠灘騨癖攣

火力発電、原子力発電プラント建設で数多くの実績と経験を誇

る太平電業は、その蓄積をベースに省力化、自動化を実現する

独自の新工法を次々に開発するなど、電力分野の“エキスバード

として、よぎ’パートナー”として、新たな可能性を広げています

一〈藝〉太平電業株式会社

　　　　　　　取締役会長米田元治
　　　　　　　取締役社長　渡辺　均
　　　〒101鋪6東京都千代田区神田神保町2－4
　　　τEL，03（5213）7211（代表〉
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簡単久ビーディーに個人被ばく履歴を管理

「放管手帳支援システムf◎rWlndows95」

騨

　　　「放管手帳支援システムfor　Wlndows95」の特長

糠触磐欝膿轡繍お肺
　　　●手帳そのままの画面を見ながら、まるで手元でめく

　　　　るような手軽さで操作できま曳

　　　●手帳発行機関として、集計、転記、継続発行などの

　　　　手帳管理が簡単・スピーディーに行えま曳

　　　②バッチでもオンラインでも使用できます、

　　　●メインフレームからのデータ取込などのオプション

　　　　を追加すればさらに合理的な個人被ばく管理も可

　　　　能で塩

　　詳しくは下記までお問い合わせください

本店　営業部容03（3烈7）壌260

確かな技術で原子力発電所をサポート

三三事業株式会社
帯100－0004　東京都千代田区大手町1－6－1大手町ビル

人
が
中
心
の
技
術
で
す
。

難
癖羅

髪鋳　．
　、為　　　娩

　　　　　　ニ　　　　　　
　　　　　　轟憂ダ

　　　。毒弾已

む人の真ん中は’急
　お　や　　　　　ド　ぐ

　∴ン肥馬　　　　　　　　　　　　快適に暮らしたい。　　　　　　　　　　　へ《廃

愚灘驚縣慰撫難論
鷲・ま諜湯翻一隅凋
噸1漆繍糖　　n⑳
“％野饗塵

　　　　　　　　　　⑨三井建設

　　　　　　　　　　　　　　〒100－000ξ東京都千代田区大手町1－2－3
　　　　　　　　　　　　　　　　TEL．（03）5223－3933　（蔵馨蜜〉
・、蝉謬・　ビ
　　　脚畷3　　ザぐ

　　　　　奪騰

　　　　　　　　　　㌔”　訪ぜ

　　　　　　　　　　．噸　　　つ讐
　　　　　　　　　　　ざ寧
　　　　　　　　　　　瞭鰯慨漁　’
　　　　　　　　　　　へ　　ゆ　　　　　　　　　　　　る
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原子力鞘電所用装置㊧機器
●試料採取設備

●酸素注入装置

⑳自動廃液中和装置

◎ポンプ

20余年の実績と，

　　　　　　　　　　　　　　　HIGASHIMURAYAMA　PLANT

　　
@　
@愚

唾轟、

lL＿》
＿＿＿＿＿一一一一一一一一一’

o知目買置
●本　　社：〒150－86ア7東京都渋谷区恵比寿3丁目43番2号（日機装ビル）

●東京支店：『；150－8677東京都渋谷区恵比寿2丁廟27番10号（目機装第2別館）

●大阪支店：〒54レ0041大阪市中央区北浜4丁目1番21号（住友生命淀屋橋ビル8階）

●名古屋支店：〒450－0002名古屋市中村区名駅3丁目16番4号（太陽生命名駅ビル）

琶

∫ヒコ．ア

自動イオン分餌装置

株式，含私
貧東　京（03）3443－3ア32

容東　京（03）3440－3625

四大　阪（06）203－3493

酋名古屋（052）581－6201
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TOTAL　CASK　ENGINEERING
WE　CAN　PROVIDE　EVERYTHING　ON　CASK　TECHNOLOGY

□RESEA！ぞC∬＆DE昭乙OPMEN7’

［］DE訂αV（豊、4〈乙4五y：∬

□E4－81～∫（沮ηαV（隻7ES7YNG

□OPER、47YOノ〉（危謝！NT㎜24ノ＞CE

株式会社オー・シー・エル
本　　　社

大阪分室

六ヶ所事務所

東京都港区薪橋3丁目4番5号（新橋フロンティアビル4階）
〒105－0004　　　TEL（03）3502－0126　　FAX（03）3502－0129

大阪市西区西本町1丁目15番8号（本町フェ篇ックスビル6階〉
〒550－0005　　　　　TEL（06）　538－9778　　　FAX（06）　538－9779

青森県上北郡六ヶ所村大字尾駁字沖附4－74
『＝039－3212　　　　　　丁Eし（0ユ75）71－49ユO　　　FAX（0エ75）7工一1071
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多様な印刷ニーズに応えるトータルサービス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　漁＼＼
株式会社サンヨーは、常に「お客様のニーズ」に応えることを最優先に考えておりま説
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノがズ時代か求める、多様なニーズに素早く対応するため、お客様の一層のご満足を農指αで
“新サービスシステム”を開始しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼灘ミ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　潔二

■bt・I　D・cument　M・・ag・m・・t　S・・vlce　FI・w　　嫉、

・鮮暢

　　冒　　1　　＝＝71＝＝
　　＝　　P　　　　　罵

常に業界を先取りした先そ」設備投資を行い、

　テシタル化のノウハウを蓄積しています。竃

算写植・ワープロ・DTPは勿論のこと、最

近特に注Eiを集めている1頭erleaf　5を導人。

　SGML．（標牽汎絹マークアノブ言語）を使
岬閉塞翻縄蓮騰虚していま引
　　　　　　　　牽

　　　　　　　　嚢

議
コ

材
　
駅
ぼ
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ク
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用

刷ζ
藩
轟
麟
づ
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万
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づ
ぺ

　
継
諺
墾づ、

戸

　
玉
　
ぺ壁

　
＼
＼
．
ゆ
・

　
　
＼
ゾ

㌧
Ψ　

粕
　
　
＼

　
集
　
欝
㍊

　
践

h伽光想い借紬弘焦P

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ち　　ぐ　　　　　　　　　　　　　　　　　　斜、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　み　　　　　＼
　　　　　　　　　　　　　　　　7　　　＝　＝　　　　　～　　　＼

　　　　　　　　　　　　　プランニングがらSP企画まで、お客様のニーズ

・？轟押　　鷹総霧難聴叢論
麟藩 @　・一・ステー減噸㌘…ク処理磯
　　　　　　　　　　　　　聞・ていま鰹誉　　　・メ
　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧v　話騨妥　、＼　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”劉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　を　へなか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ウヂ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ウぜツう　ノ
　　　　　．う争づ・・　　　v滋㌧、　　　　　　．

　　　　　鑛鷺讐無難

．
嚢

企画・デザインなら製版までの二r程（プリプレス）をデ

シタル化し、ネソ旛ワーク化を実践しています。自動1角1寸

製版カメラ、CEPS等の導人により、徹底的な合理化シ

ステムの実践を隠指し、作業の標準化・肉動化を拍巡し

ています。　　ζ

　　　　　　　｛

　　　雄鶏漏5∴蒸＼⑯覧
て∴ジ喚縁湯壷塗
　ノ　　　　　　　　をお　　　　　　　　　　　　　　　　　　い　　　　ド　　ノ
　脇ご≧・　　一　へ〉㌣・　　　　へあドハヘヤ　　　ズ　びノ　　し　ノマごグ　　ヒ　い

凧纏縫鶏ξぐゴ
　　　　ノゼぜ　　　ル　　絵タ＼　　　し　　ノガ　ゐノゆ
　　　　厚／ノvヴゑ
　　　　　　二魂

●組版部門の電子化

　（DTP、ワープロ、電算写植、UNIX　or　WindowsのDTPソフト）

●DTPによる自動面付とイメージセッターによるフィルム嵐力

●C鉦PS（カラーエレクトリックプリプレスシステム）によるハイエンド

　システムとDTPのリンケージ

識嚢譲陀y
図冨　累罵

。

陛驚等
．憾
．鵬紳

蒸熱翻

鶴盤

叛㍑告雌?彌

縫・・こ

囑
魏

●

　■

廠SANYO
樵式会社サンヨー

本社東京都千代田区神田神保町14Tei　O332944951（｛ヤ〉
工　　　　　±鶏　　　率葉県市｝11謹厚本318窪5　　　　丁elO47327495蓬

馨ノステノ！クス　　ニF葉疇≧南∫1i市二｛昊246　　　　　1rel　O4732ア3400
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あ6ゆる』：一ズに励著ξ》れる

最艦の謄謬爵響寡男ムの〃ン効

鯵各種イベント用映像機材のシステムプラン・総合レンタル・

　音響機材のシステムレンタル

鯵オーディオ及びビジュアルソフトの企画・制作

㊧各種イベント映像の企画・構成・演出

鯵ビデオ編集スタジオ業務

鯵イベントの撮影・記録・編集

麟一般貨物自動車運送事業

翻国際会議・社内テレビ会議・学会等の演出、映像レンタル

　　　　　　　　欝r＾響’　野円

麟饗
帖灘

　　　　　　　　　　　　　（原子力産業会議年次大会）

一lO年以上にわたり原産年次大会の実績があります一

株式会社インターナショナルクリエイティブ

’ηfema～1。ηa／Creaオ’ye　本社／東京都港区芝大門！－15－8イ1∫萬スカイビル7F

　　　　　　　大阪営業所／東大阪市本庄287弓

　　　　　　　福岡営業所／福岡竃博多区四光2－20－38足立ビル

　　　　　　　ヰL中篇？首業｝垢／渉し巾晃了1∫束［X；IL21条憐ミ2－r目1－7

　　　　　　　東京技術開発センター／川崎市川崎IX伊勢町8－8

TELO3－3433－0076　FAX．03－3433－OI39

TELO729－66－7133　FAX．0729－66－7191

TELO92－475－0880　FAX。092－481－6844

T£LO11－702－7117　FAX．011－702－726／

TELO44－246－1886　FAXO44－246畦885

※会議システムの担当は本社劉1＝1まで
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原子力平和利用の発展をめざして

團主な活動

　●原子力開発政策の推進　　　　　　●国際協力

　●調査研究と情報提供　　　　　　　●技術者の養成

　●原産年次大会／日本アイソトープ・放射線総合会議の開催

　●海外調査団・視察団の編成派遣

■地方組織

　関西原子力懇談会、中部原子力懇談会、東北原子力懇談会、

　北陸原子力懇談会、茨城原子力協議会

■研究会・セミナー

　原子動力研究会、放射線利用研究会、ワークショッズ原子動力講習会、

　放射線取扱技術者講習会、事務系職員対象原子力セミナー、

　核燃料取扱技術者講習会、品質保証講習会、

　原産セミナー

■定期刊行物

　原子力産業新聞、原産マンスリー、ニュークレオニクス・ウィーク日本語版

　アトムズ・イン・ジャパン、原子力年鑑、原子力ポケットブック、

　原子力人名録、世界の原子力発電開発の動向、他

駅日本原子力産業会議
JAPAN　ATOMIC　INDUSTRIAL　FORUM

〒105－8605東京都港区新橋1－1－13東新ビル6F’

電話（03）3508－2411（代表）
FAX（03）3508－2094
事業部・新聞編集室
〒105－0004東京都港区新橋1－18－2明宏ビル本館6F

電話事業部（03）3508－7931
　　　新聞編集室（03）3508－9027
FAX　（03）3508－9021
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　　　　　　環境の保全。

いま、いちばん大切な技術だと

　　　日本ガイシは考えます）
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原子力発電所の放射性廃棄物焼却設備メーカーとして

　　　　　　環境保全に貢献していますb

　その安全性、信頼i生の決め手となるセラミックフィルター

ここにも、70年間、積極的にセラミックの技術を追求して来た

　世界的なガイシ技術のノウハウが生かされています。

　　　　　未来がまたひとつ

　　　　　日恋加つ株式会社

NGK　エネルギづラン工業部
本社／〒467－8530名古屋市瑞穂区須田紹｝2番56号岱（052）872－7679
東京本部／〒150－6025渋谷区恵比寿四丁目20番3号（恵比寿ガーデンプレイスタワー25階）容（33）5縫88－8951

大阪支社／〒54i－OD51大阪毒中央区備後町四丁目1番3号（御堂筋三井ビル11階）岱（06）206－5877
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三菱マテリアル
地球環境エネルギー肇業本部
〒11290D2
属僚都文東区小石川1325
　　　　　　　’罫石lq穴国ヒ三ノレ

　　TE：LO358009302
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泥窺拶く鞭
　　　　　細く油溝蒜も

東芝の技徳者一人ひとりのおもいは安心して暮らせる環境と本当に

豊かな社会。私たちは総合電機メーカーとして21世紀の社会を支える

安定した電力源原子力の開発に金力で取り親んでいます。

東芝の原子力頚業蕊は人闇騒璽を墓恋として限りない技術箪新を進め

より良い地球環墳の巽現と社曾の発霞1こ賛慰します。

株式鮒東芝エ初回一辮二子加獅
マ100－8510東京都千代田区内幸町1－1－6（NTτ日比谷ビル）TEL．03（3597＞2068 闘1’OS凹IBA



A三菱重工

「千年以上も使えるってすごいね！」

　藁

醗

　　　　　　　　古来長寿とされている鶴や亀ですが、

　　　　　　　千年以上も命が続くわけではありません。

　　　　エネルギー資源も、石油や天然ガスがあと50～60年、

　比較的豊富な石炭でも200年程度の埋蔵量しかないといわれています、

　　　　　　　しかし、原子力発電の燃料となるウランは、

　一度燃やしても再利用することで黙千年”以上にもわたって利用できる

　　　　　　　　　エネルギー資源なのですも

私たちは限りあるエネルギー資源をつぎの世代にきちんと残していくためにも、

　より安全性・信頼性の高い原子力発電技術の開発に取り組んでいま曳

技術で生み出すエネルギー・三菱PWR原子力発電プラント

三菱土工業株式会社
本社　原子力事業本部　〒100－8315東京都千代濁闇闇の内2－5－1TεL（G3）3212－3111　支社 関西／中部／九魍／北海道／中国／東北／北陸／四国


